
53



54



55

ME-PLIF に対する SSI サーベイラン
スと今後の課題

○伊藤理子

岩井整形外科内科病院

【はじめに】平成 20 年 12 月より ME-PLIF
を開始し、椎体間を固定するスクリューやス
ペンサーなど人工物を入れるリスクを考え、
ME-PLIF 導入時より SSI サーベイランスを
実施している。今回、SSI 発生状況と今後の
課題をまとめたので報告する。
【目的】ME-PLIF 患者の感染件数を把握し、
感染した患者の傾向を明確にする。
【対象】平成 20 年 12 月～平成 24 年 8 月ま
でにME-PLIF を受けた患者 600 名。
【方法】SSI サーベイランスシートに情報を
記入し、リスクインデックス別に患者数を集
計。
【結果】患者 600 名のうち感染した患者数は
8 名、全て男性で、そのうち SSI リスク要因
の１つである糖尿病を既往に持つ患者は 3 名
であった。SSI 発生患者に実施した PET-CT
は、チタン製のケージやロッド、スクリュー
など椎体周囲のみに反応がみられた。10 ～
18㎜の切開創から内視鏡、スクリューを挿
入する手術であるため、表層に感染徴候が出
ず、感染巣は椎体や筋層周囲で膿瘍を形成し
ていた。また、症状は熱発程度で、感冒症状
と思っていた患者もいた。
【考察】人工物を入れているが術後 1 年間の
サーベイランスが行なえておらず、追跡サー
ベイランスの実施の必要性を感じた。また、
感染について退院時指導として、パンフレッ
トなどを用いて指導していくことが重要で
ある。
【おわりに】内視鏡下脊椎手術を行なって
いる病院は日本ではまだ少なく、JANIS や
JHAIS など、大規模サーベイランスでの評価
ができていない。また、NHSN のデータも
内視鏡下手術ではないため、評価をすること
が難しい。今後、他施設サーベイランスを検
討していきたい。

回復期リハビリ病棟における「転倒・
転落事故防止」への取り組み

○福田ます江　　

東京リバーサイド病院

【はじめに】回復期リハビリ病棟では、入院生
活そのものがリハビリであることから転倒・
転落事故のリスクが高い。平成 21 年 5 月の
開院時より半年毎に「インシデントレポー
ト」の集計・評価を行い事故防止に努めて
きたが、2 年目に転倒・転落のインシデント
数（74 件中 42 件）と増加してしまった。そ
のため、病棟目標「危険を認識し事故予防が
出来る～転倒・転落件数を昨年より減らす」
を掲げるとともに、インシデントが発生する
と当日のカンファレンスで共通の問題とし
て話し合った。また事例分析を行い病棟のみ
でなくセフティ委員会に報告、医療安全委員
会でも発表した。自部署の事例ではあった
が、院内共通の問題としてとらえることによ
り他部署からも協力を得ることができた。今
回、その事例分析内容と病棟の取り組みにつ
いて報告する。
【方法】転倒・転落の事例分析と発表
【結果・考察】分析することで、当科として
の具体的な問題が明らかになった。また、発
表することで、リハビリスタッフや事務に改
善できそうなことを訴えることができた。転
倒・転落の危険因子は、個人の身体機能に伴
う内的要因と周囲の環境に伴う外的要因に
分類されるが、実際には複数の要因・背景が
複雑に連鎖して影響している。事例分析する
ことは具体的な対応策を考える上でも有効
である。
【まとめ】患者カンファレンスも開院当初は
看護師のみで行なっていたが、リハビリス
タッフも入るようになり、活性化してきてい
る。また、情報の共有と共通の対応という点
で、電子カルテの伝達ツールや ADL 表現の
統一等を図ってきた。転倒・転落はなくなら
ないが少しでも転倒リスクを低くし、リハビ
リに取り組めるよう協働していきたい。

演題 看護医療安全・感染管理
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危険予知トレーニング（KYT）の導
入と今後の課題

○十河悦子、大村孝志

　東大和病院

【はじめに】医療安全教育の一つとして、平
成 23 年度より全職員対象のグループワーク
を中心とした危険予知トレーニング（以下
KYT）研修を導入した。
【方法】KYT の基礎や進め方について全体講
義の後、リスクマネージャーをリーダーとし
て配置し、イラスト内の危険箇所の同定とグ
ループ行動目標の設定を行なった。参加者へ
のアンケートを実施し、KYT 研修に対する
意見を集計した。
【結果】23 年度は 553 名（職員の 89.9％）、
24 年度は 615 名（同 90.7％）の参加となっ
た。アンケートより「危険予知（KY）の実
施経験の有無」については、23 年度はあり
270 名、なし 280 名と、研修以前に KY を実
施したスタッフが 49％いた。しかし、24 年
度は、あり 222 名、なし 381 名という結果で、
職場で KY が実践されていないことが示唆
された。「KYT 研修の継続」については、23
年度は①希望する 501 名、②希望しない 4名、
③どちらでも良い 27 名であったのに対し、
24 年度は① 506 名、② 6 名、③ 91 名という
結果であった。③には開催方法への疑問、使
用するイラストへの意見が多かった。23 年
度は、他職種が一緒にグループワークを行な
う形式が有意義であったという意見が数多
くよせられた。
【考察】同様の研修を 2 年連続行うことによ
り、KYT 研修に対するスタッフの意識の変
化を把握できた。23 年度は、受身の研修か
ら自ら発言する形式になり、参加者の満足感
が得られたものと考える。しかし、24 年度
は自部署で開催すればよいなどの否定的な
意見が多くあげられた。
【まとめ】それぞれの職場の実際に即した、
より細やかな情報提供を行ない、KY の定着
を目指したい。

介護職員における 5S 活動を通じて学ん
だこと

○貝塚大輔、山下　幸、橋本志津江

	 	 	 	 	 　　
　　共済会櫻井病院

【はじめに】当病棟は介護療養型病棟である。
環境整備不足による転倒事故が続いたため、5S
活動に取り組むことになった。はじめに職員
に 5S 活動についてのアンケートを実施したが、
ほぼ全員が 5S 活動について認識していなかっ
たことから、5S 活動について認識を深め、取
り組むことができるようになるまでの過程につ
いてここに報告する。
【方法】平成 23 年 5 月 1 日～平成 24 年 5 月 31
日の 1 年間、介護療養型病棟、介護職員全員に
よる 5S チェック表に基づいたチェック、採点。
活動効果をあげるための勉強会の開催。カン
ファレンスや病棟会で問題点と改善策の発表を
行なった。　　　　　　　　　　　　　　　　
【結果】5S 活動を行なうことにより今まで指摘
されていた車いすの空気もれ、ブレーキのかけ
忘れ、ベッドのストッパーのかけ忘れ、汚れた
オムツの置き忘れなどの指摘回数が減少した。
一人一人の 5S 活動に対しての知識が深まり、
係の者が声をかけなくても自発的に 5S 業務に
たずさわるようになった。　　　　　　　　　
　【考察・まとめ】職員全体で 5S 活動に取り
組むことにより患者様が安全に離床、移動でき
職員の事故も減り、ご家族から病室が「いつも
きれいで気持ちいいですね」というような、う
れしい言葉をいただいた。業務のリスク低減に
つながり、患者様やご家族の満足度が向上した
と考える。アクシデント後、いきなり 5S 活動
を始めても浸透しないのがわかった。段階的に
取り組みを進めることや、職員全体でアイデア
を出し合い実践していくことが、各自の認識力
を深め、自発的な行動につながることがわかっ
た。

	  

演題 看護医療安全・感染管理
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当院薬剤科における 5S 活動の実践と
今後の展望

○飯沼幸平、藤原真子、田中康裕、
　上原順子、鈴木勝弘

等潤病院

【はじめに】現在では医療事故の防止等を目
的として、整理・整頓・清掃・清潔・しつけ（5S）
を展開する医療機関が増加している。当院薬
剤科は慢性的な人員不足の状況が続いてい
るため、1 人あたりの仕事量が多い傾向にあ
る。そこで、業務効率改善の一環として 5S
活動に取り組むことにした。
【方法】病棟の担当者間で違っていた、入院
患者持参薬の保管方法、調剤済みの入院・退
院処方の管理方法について話し合いを行な
い、保管・管理方法を統一した。また、一定
期間ごとに管理方法の見直しが行なえるよ
うに確認シートを作成した。
【結果】退院時における持参薬の返却忘れ、
退院処方の渡し忘れは発生しなくなった。ま
た、担当患者以外の持参薬の管理状況が把握
できるようになり、医師・看護師からの問い
あわせにも回答しやすくなった。
【考察】管理方法を統一することで、余計な
業務の発生を防ぐことができていると考え
られた。また、このように管理された持参薬
を使用することで治療上・経済上の利点も得
ることが出来ると推測された。
【まとめ】5S 活動は様々な面で利点があり、
今後は薬剤科内での備品管理などにも広げ
ていく予定である。

手術室 ME 常駐体制導入の試み

○田中太郎、梶原吉春、佐藤百合子、
　中山雄司、石高拓也、佐藤有希子、
　古川恭子、加納敬、梶原規子、安達大祐、
　片瀬葉月、錦織大輔

東大和病院

【はじめに】手術室で使用される医療機器は、
多種多様でありトラブルをおこさないことが重
要である。また手術中にトラブルが発生した時
に対応できる人員も必須である。当院は平成 22
年 3 月より臨床工学技士が手術室への常駐体制
を導入したので報告する。
【背景】常駐開始までの当院における手術室業
務は、麻酔器の日常点検、心臓血管外科手術で
の人工心肺装置・自己血回収装置の操作と患者
搬送であった。麻酔科と看護師の強い要望もあ
り、手術室専門として臨床工学技士 1 名を配置
した。臨床工学技士に求められた主な業務内容
は、モニタ機器・各種手術装置の管理とトラブ
ル対応、圧トランスデューサのセッティングが
あげられた。
【現状】常駐開始前から実施している麻酔器の
始業点検と並行して、BIS モニタと電気メスの
点検がルーティーン業務となり、手術症例によ
り圧トランスデューサのセッティングと導入
介助を行なっている。常駐開始当初は、何を行
なうべきか戸惑う点も多々あり手探りの状態で
あったが、様々なトラブル対応を経験して業務
を確立することができた。内視鏡システム装置
の管理も開始し、全症例で始業点検を行ない、
腹腔外科と泌尿器科の症例では接続まで実施し
ている。泌尿器科でレーザーメスが導入され、
始業点検から操作まで臨床工学技士が立ちあっ
ている。機器管理業務の充実化も図り、スケ
ジュールを決めて各機器の点検も行いトラブル
の発生を防いでいる。
【まとめ】臨床工学技士が常駐することで麻酔
科医・看護師の業務を削減でき、業務効率の
向上につながった。手術開始後の機器のトラブ
ルが減少したことで、手術時間の短縮にもつな
がっている。よって臨床工学技士の手術室常駐
体制は有効である。

演題 薬剤、臨床工学、臨床検査
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アキュラスオート ALB(BCP 改良法 )
測定試薬の検討

○大石美奈、木村　賢、末永晴香、
　名取　聡

河北総合病院

【はじめに】アルブミンは血清総蛋白の 50 ～
70％を占め、血漿膠質浸透圧の維持、各種
物質の運搬に重要な機能を備えている。現在
主流の BCG 法にはグロブリン分画、特に急
性相反応物質との交差反応が認められる。今
回我々は問題点が解消された BCP 改良法の
比較検討を行なった。
【 方 法 】 測 定 試 薬 は ラ ボ シ ー ド Ⅱ
ALB7070( シノテスト )、アキュラスオート
ALB( シノテスト ) を用いた。分析装置は
TBAc-16000( 東芝 ) を使用し、測定条件は試
薬メーカーの指定条件に従って測定した。較
正はメーカー指定の標準試料を用いた。
【結果】①再現性：QAP トロール 1X( 低濃度 )
と 2X( 高濃度 ) をそれぞれ 20 回測定した同
時再現性は QAP トロール 1X の CV0.53％，
2X の CV0.48％であった。7 日間の日差再現
性は QAP トロール１X の CV1.48％，2X の
CV0.59％であった。　②直線性：エムトロー
ル・1( シスメックス )5.0ml 用を精製水 2.5ml
で溶解し生理食塩水で 10 段階希釈し、測定
した。ほぼ原点を通る直線性を認めた。　③
共存物質の影響：ビリルビン、ヘモグロビン、
乳び、アスコルビン酸の影響はいずれも認
められなかった。④相関：BCG 法と BCP 改
良法との相関（ｎ＝ 273）は、相関係数γ＝
0.979、回帰式ｙ＝ 1.2147x － 1.3092 であっ
た。
【考察】改良型 BCP 法によるアルブミン試薬
の検討の結果、再現性、直線性において良好
で、共存物質の影響も認められず BCG 法と
の相関も良好であった。
以上のことより改良型 BCP 法は日常検査に
有用であることが確認できた。

当院における脳梗塞患者のホルター心
電図検査について

○鈴木ゆかり、眞壁侑花、高野小百合、　
　名取　聡

河北総合病院

【はじめに】心房細動は脳梗塞の重要な危険
因子であり、心房細動例の脳梗塞発症頻度
は、心房細動がない例に比べ 2 ～ 7 倍増加す
る。心房細動により心臓で生成された血栓が
脳で詰まることでおこる心原性脳梗塞は壊
死範囲がより大きく、症状はより激烈になる
傾向がある。当院では 2008 年に脳卒中セン
ターが開設され、2011 年度は 500 名以上の
患者が入院・治療を行なっている。
【方法】当院では脳梗塞、または脳梗塞の疑
いで入院した患者で、入院時の心電図で心房
細動の認められなかった患者に対し、ホル
ター心電図を実施し、発作性心房細動（以下
PAF）の有無の確認をしている。2011 年度、
該当件数 264 件の検査結果の検討を行なっ
た。
【結果】PAF は 22 件認められ全体の 8％だっ
た。PAF は認められなかったが洞停止・洞
房ブロック・房室ブロック・心室性期外収縮
の連発等、治療を要する不整脈が 50 件認め
られた。
【考察・まとめ】ホルター心電図では PAF 検
出率は 8％と低いが、その他の検査やモニ
ター心電図などで心原性脳梗塞と診断がつ
く例も 21 件あり、1 回のホルター心電図で
は心原性かの判断がつかないことも多いと
考えられる。またホルター心電図を行なうこ
とにより、重症の不整脈がみつかることもあ
り、その点においてもホルター心電図を行な
う必要があると考えられる。

演題 薬剤、臨床工学、臨床検査
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嚢虫症（胞虫症）の 1 症例

○若月保志、小澤雅貴、釜　生子、
　杉原崇大、沖野光彦

旗の台脳神経外科病院

【はじめに】嚢虫症は中南米、東南アジアを
中心とした有鉤条虫の虫卵に由来する感染
症である。有鉤条虫に感染した豚肉を食べた
り、感染者の排泄物中の虫卵に触れたりして
体内に入り込む。幼虫が中枢神経系に侵入し
ない限り症状は現れないが、侵入するとてん
かんや痙攣、運動障害などその他の様々な神
経学的症状が現れうる。脳の画像検査で神経
嚢虫症が認められることがある。神経嚢虫症
患者の半数未満が有鉤条虫の成虫を腸に保
有し、排泄物中には虫卵または片節が見られ
る。症候性神経嚢虫症の治療は内服や外科的
手術が必要なことがある。当院に嚢虫症で入
院となった稀有な症例を経験したので、報告
する。
【患者背景】38 歳飲食店勤務のネパール人男
性。未治療の糖尿病とマラリア感染が既往歴
にあった。8 月某日、勤務中に飲食店厨房で
倒れ、気分不快感を訴え熱中症を疑い救急搬
送された。
【検査内容】MRI 検査（頭部、腹部）、CT 検
査（胸部）、X 線撮影、心電図、脳波、血液検査、
髄液検査、病理組織診断。
【検査結果】頭部MRI 検査にて大脳、小脳、
脳幹部にわたり、多数のほぼ同サイズの
coin lesion が認められた。造影MRI 画像上、
リング状の造影効果を認めたため、多発転移
性脳腫瘍を疑った。胸部 CT 検査、腹部MRI
検査を施行したところ、筋組織内や腹腔内に
いくつか腫瘤が認められたものの、他臓器
には明らかな原発巣や転移巣は確認できな
かった。血液検査や髄液検査など、その他の
検査結果でも腫瘍を積極的に疑う所見は認
められなかった。そこで脳腫瘍摘出術を施行
し、病理組織診断を行なった結果、嚢虫症と
確定診断された。

上部消化管 X 線検査の精度向上を目
的とした当院の取り組み

○長尾　一、渡部賢仁、清藤絵里、
　宮下真梨子、滑川文子

セントラル病院

【はじめに】上部消化管 X 線検査における均
質な精度の阻害因子として胃型や胃液・粘液
の多寡、バリウムの流出、指示と異なる受診
者行動などがあげられる。当院ではこれらの
影響を低減させるため、任意型検診での採用
が比較的少ないと思われる撮影法を取り入
れてきた。今回それらを報告するとともに、
その有効性を要精検率などで評価した。同時
に当院撮影法が過度な負担となってないか
を確認するため、人間ドック受診者にアン
ケートを実施したのであわせて報告する。
【方法】1. 撮影法を紹介し、その目的を述べ
る。2.各撮影法単独での有効性評価は難しく、
要精検率・陽性反応的中率・進行癌 / 早期癌
比率などを過去 6 年分集計し、公表されてい
る各種データと比較した。3. アンケートを
実施し、撮影法の受容度を確認した。
【結果】各撮影法を採用した過去 6 年の要精
検率は 3.42%、陽性反応的中率は 2.50%、進
行癌 / 早期癌比率は 16.67:83.33% であった。
アンケート「当院胃 X 線検査はいかがでし
たか」との質問に対し、他院にて検査経験の
ある受診者 96.4% から大変良い・良い・普通
との回答を得た。
【考察】当院の集計データは公表されている
各種集計データと比較し良好な結果を示し
たことから、精度の高い検査が実施されてい
るものと推察される。同時に要精検率の低さ
から精査に関わる医療費削減効果も期待で
きる。しかし、今回の結果は要精検者の 4 割
ほどのデータであり、正確なものにするため
にも当院内視鏡検査の受診率向上や追跡調
査が必須であると思われた。また、アンケー
トから受診者の満足度は高く、受診者にとっ
て過度な負担となっていないように思われ
た。

演題 画像診断・放射線
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マンモグラフィと乳房超音波撮影装置
の精度管理について

○梁川晋治、室山真奈美、
　吉澤佐都代、西　直人、伊藤雅史

等潤病院

【はじめに】平成 23 年の女性の部位別がん罹
患率は、乳がんが 1 位である。16 人に 1 人
の女性が罹患し、死亡者数も増加している。
対策型検診は、40 歳以上の女性を対象にマ
ンモグラフィ検査(以下MMG)が原則になっ
ているが、職域検診や任意型検診では、30
歳代からの乳房超音波検査 ( 以下 US) が積
極的に行なわれている。また、乳がん関連学
会では、特に乳腺密度が高い若年層につい
て、US の有用性が指摘されている。
【目的】精度管理について、MMG はマンモ
グラフィ精度管理中央委員会を中心に全国
で行なわれているが、US について行なって
いる施設は少ないと思われる。機器の品質管
理状況について調査することにより、精度管
理の重要性を再確認した。
【方法】MMG、US ともに精度管理ファント
ムを使用して画像評価を行なった。US につ
いては、J-START ガイドラインの画像の精
度管理を目的とする方法で行なった。調査に
は、足立区乳がん検診参加機関にも協力して
いただいた。
【結果】MMG については、CR 撮影装置の
IP プレートの劣化を、US については、プロー
ブの損傷を確認できた。いずれも、日常の診
療では、気づきにくい現象であると思われ
る。
【考察】MMG については、品質管理ならび
に精度管理が行なわれているが、US につい
ては、品質管理がほとんど行なわれていな
い。計画的な品質管理を実行することによ
り、精度管理を行なわなければならない。
【まとめ】高品位に保たれた精度の高い検査
を行ない、医師に提供することが、技術部門
の使命である。将来的に US が対策型検診に
導入され、検査数が増加する前に、品質管理
方法を構築することが重要と思われる。

1.5TMRI を 用 い た ト ラ ク ト グ ラ
フィーによる腰椎神経の可視化

○福田昌弘

岩井整形外科内科病院
　
【はじめに】当院MRI 装置のバージョンアッ
プに伴い、腰椎拡散テンソル画像（Diffusion
　Tensor　Imaging：以下 DTI）の撮像が可
能となった。DTI 撮像後に腰椎トラクトグラ
フィーを作成することにより、腰椎神経線維
を描出し、責任神経を可視化出来たので報告
する。また DTI と MR ミエログラフィーと
の Fusion 画像の有用性についても検討する。
【方法】使用機器はMR 装置：Signa HDxt 1.5T 
Optima Edition ver16 (GE 社 )、画像処理ワー
クステーション：Advantage Workstation 
Volume Share ver4.6 (G Ｅ社 )。
対象は L4/5 狭窄で片側の L5 障害、L5/S1
の Far out の 狭 窄 で L5 障 害、L5/S1 ヘ ル
ニアなどの腰痛疾患の患者とした。DTI と
3D-COSMIC（MR ミエログラフィー）を撮
像し、画像処理ワークステーションを用いて
腰椎トラクトグラフィー、Fusion 画像を作
成した。
【結果】トラクトグラフィーにより神経線維
が描出され、責任神経がより明瞭になった。
また Fusion 画像では通常のMR ミエログラ
フィーではわかりづらい欠損部分も描出で
きていた。
【考察】腰椎トラクトグラフィーは神経線維
をよりわかり易く把握出来るため、新たな画
像情報として有用と思われる。しかし、症状
と画像があわない場合も多く、撮影条件、画
像処理方法など検討が必要である。

演題 画像診断・放射線
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当院における CT 遠隔読影を考える

○野村　崇

久米川病院

【はじめに】平成 22 年、病院機能評価機構受
審時に「CT 読影は非常勤放射線医師のため
迅速な報告は難しく、最大 7 日間程度遅れる
ことがある」と指摘された。そこで現状を把
握し、問題点について取り組むこととした。
【方法】平成 23 年 4 月 1 日～平成 24 年 3 月
31 日までの 1 年間、非常勤放射線医師によ
る読影の待ち日数を調べ、把握するとともに
解決案を検討した。
【結果】全 498 件、当日 89 件（17.9％）、1
日後 123 件（24.7％）、2 日後 128 件（25.7％）、
3 日後 66 件（13.3％）、4 日後 32 件（6.4％）、
5 日後 10 件（2.0％）、6 日後 41 件（8.2％）、
7 日後 2 件（0.4％）、8 日後 5 件（1.0％）、9
日後 0 件（0.0％）、10 日後 2 件（0.4％）と
いう結果であり、「迅速な報告が望ましい」
とは程遠い結果であった。
【考察】一つ救いなのは緊急読影が必要に
なった場合、非常勤放射線医師へ曜日関係な
く読影依頼ができるシステムがあることで
ある。それでも迅速に対応ができない場合も
発生するかもしれない。そこで考えられるの
が遠隔読影システムを利用することである。
方法として 2 つあり①現在 CT 専用 PACS が
存在するのでそれを利用する、メリットとし
て読影の迅速化と低コスト。② CT・造影・
単純全ての画像を保存する新規 PACS に変更
しそれを利用する、メリットとして読影の迅
速化と将来フィルムレスに向けての準備が
できる、デメリットとして高コストである。
【まとめ】CT の迅速な報告だけを考えれば、
CT 専用 PACS での遠隔読影でも結果はだせ
るが、先々を考えると全画像を保存する新規
PACS に変更したほうが利用価値があるよう
に思われる。当科としては前向きに提案して
いきたい。

施設間の連携を目指した研修の取り組
み

○船浪紀子、遠藤美和、田渕由美、
　永田あゆみ、向山智子、八木恵理圭、　
　服部満生子

訪問リハ阿佐ヶ谷（河北総合病院）

【はじめに】社会医療法人河北医療財団 ( 以
下、財団 ) は、杉並区内で予防、救急・急性期、
回復期、維持期、介護の各施設を持った地域
密着型の医療を展開している。財団看護部で
は、各施設の教育担当者が中心となり、連携
の強化と看護・介護サービスの質向上に取り
組んでいる。その一環として実施した「施設
間研修」の実際を報告する。
【方法】「研修を通して、自己の看護・介護
を振り返り、再発見できる」ことを目的に、
参加者が希望する施設で研修を行なった。研
修内容は参加者の希望に添うものとし、研修
前後の課題もなしとした。評価は満足度と意
見 ･ 感想とした。対象は財団入職 3 年目程度
の看護師、介護福祉士とした。研修期間は
2011 年 9 月から 12 月末に実施した。
【結果】参加者は、5 施設から 18 名あった。
満足度は平均 89.9 点で、ほぼ全員が希望し
た内容を実施できていた。研修後の感想で
は、研修先の看護・介護の実際を体験を通し
て学ぶだけでなく、施設間の連携の大切さや
自身の看護・介護を振り返っていた。
【考察】今回の研修では、成人学習者の特徴
をふまえ、参加者の希望を尊重し、課題等の
負担をなくしたことで、参加者自身が伸び伸
びと主体的に研修に参加することができて
いた。また自らの看護・介護を振り返るだけ
でなく、財団の各施設の実際を知り、連携を
図っていくことの重要性にも気づけており、
効果的な研修だったと考える。今後も施設間
研修を実施し、連携強化を図るとともに、自
らを振り返る成長の場としていきたい。

演題 画像診断・放射線、看護技術・教育
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急性期病棟で働く看護補助者のやりが
いについて

○和田光市、能星　肇、植原浩子

一成会木村病院

【はじめに】当院は看護補助者の重要性を認
識し、組織化して師長・主任等の管理職を登
用している。基準以上に看護補助者数を配置
し、患者の食事・入浴・排泄介助・療養環境
の整備などを積極的に行なっている。2012
年 4 月、急性期看護補助加算を取得、これを
機に看護補助者に対し、業務や組織に対する
意識調査を実施した。
【方法】看護補助者 17 名に対して、書面に
よるアンケート調査を実施。
[ 結果 ] 経験 3 年以上の看護補助者が 7 名お
り、全員が入職後に介護福祉士等専門性の高
い資格を取得していた。経験の浅い 10 名も
今後何らかの資格取得を目指しており、当院
で働きながら資格を取得し、技能を高めてい
く傾向がみられた。やりがいを感じることと
しては、「（コミュニケーションやケアに対
し）患者に喜んでもらえた」13 名、「患者が
元気に退院した」5 名、「看護師との業務連携」
３名「後輩の成長」2 名などがあがった。組
織に関しては、「相談しやすい」８名「働き
やすい」５名など、安心して業務に取り組め
る環境となっていることが、やりがいや勤続
意欲につながっていることがわかった。
【考察】今回の調査で明らかになったことか
ら、次のような課題が見えてきた。①「看護
補助者研修と能力開発」学習会の継続的な実
施、外部研修への参加などによって、スキル
アップを行なう。②「看護師との連携」看護
補助者の役割を明確化し、情報を共有する。
③「看護補助組織の充実」管理職者の役割の
明確化など、組織の充実が必要である。
【まとめ】急性期で働く看護補助者の立場が
診療報酬で認められた今、向上心を持って課
題に取り組み、より大きなやりがいを感じら
れる環境を作っていきたい。

MIS-PLIF の体圧について
～水平腹臥位と頭高腹臥位の体圧の違い～

○樫尾恵子、伊藤裕子、佐藤 恵、
　渡辺敦子

　練馬総合病院

【はじめに】低侵襲脊椎後方固定術（MIS-
PLIF）の特殊性に手術体位がある。従来の脊
椎後方固定術（PLIF）は水平腹臥位で行な
うのに対し、当院でのMIS-PLIF は、椎間を
正確に把握する目的で、頭高腹臥位で行なっ
ている。そこで、MIS-PLIF の安全な体位固
定を目的に、水平腹臥位と頭高腹臥位の体圧
の違いについて調査した。
【用語の定義】頭高腹臥位：本研究において
は、「ヘッドアップをした腹臥位」とする。
【 方 法 】2011 年 9 月 20 日 〜 12 月 20 日、
MIS-PLIF を受ける患者を対象に、左右頬部、
前胸部、腸骨部、膝部の体圧を、水平腹臥位
時、頭高腹臥位時に測定した。データの分析
方法は、Wilcoxon の符号順位検定を使用し
た。
【結果】平均体圧：単位：mmHg　1) 右頬部：
水平 52.7 頭高 51.3　左頬部：水平 54.5 頭高
47.4　2) 右前胸部：水平 42.8 頭高 34.7　左
前胸部：水平 44.4 頭高 38.6（ｐ＜ 0.05）3)
右腸骨部：水平 49.2 頭高 41.6 左腸骨部：水
平 43.5 頭高 34.7  4) 右膝部：水平 80.9 頭高
94.4 左膝部：水平 80.4 頭高 94.6
【考察・まとめ】頬部、前胸部、腸骨部の頭
高腹臥位の平均体圧は、水平腹臥位と比較し
て低下する傾向に、膝部の体圧は高まる傾
向にあった。MIS-PLIF の頭高腹臥位は、頬
部、前胸部、腸骨部の体圧は、簡易体圧測定
器での褥瘡予防発生リスクのカットオフ値、
50mmHg よりも低かったが、膝の体圧はこ
れを上回っており、体位固定の際に工夫が必
要である。

演題 看護技術・教育
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リーダー研修を通して看護部の考える
育成すべきリーダーとは？

○谷岡治美、渡邉ゆみ子、田中里美

等潤病院

【はじめに】当院はラダー教育を取り入れて
おり、ラダーレベルⅢに対して " 理想のリー
ダー像とは " を KJ 法で行なった。スタッ
フの考えるリーダー像とはこれまでにかか
わった上司をイメージし、リーダー像として
とらえている結果であった。研修を通してス
タッフが考えるリーダー像にいくつかの相
違があることに気がついた。これから看護部
としてどのようなリーダーを育成すべきか
を検討したのでここに報告いたします。
【期間】平成 24 年 7 月 1 日から 8 月 31 日
【対象】ラダーレベルⅢ　20 名
【方法】理想のリーダー像を KJ 法にて行なっ
た。
【結果】スタッフの考えるリーダー像は　①
コミュニケーション能力が高い。②連携がと
れる。③的確な判断ができる。④全体の把握
ができる。⑤客観的な判断ができる人という
意見がでた。管理者の考えるリーダー像は①
業務に関しては的確な判断ができ、指示が出
せる。②人間的に魅力がある人がという結果
になった。
【考察】スタッフが考えるリーダー像とリン
クするところは業務においては同じ考えと
いえるが、管理者側からみると業務はできて
も人間的に公平性である、倫理観がある人が
理想で内面的な所を育てる必要があると考
える。
【まとめ】研修を通して吉田通雄氏が述べて
いる特性論から行動論を取り入れていく必
要があると感じた。人間的に成長できるプロ
グラムの導入も必要である。

ギプス固定による褥瘡発生の予防方法
に関する研究

○佐藤　陽、大木裕子、宮石愛美、
　廣川恭子

永生病院

【はじめに】近年、ギプスやシーネなどによ
り発生する医療機器に関連した褥瘡が注目
されてきている。当院の整形外科病棟でもこ
れらに関連した褥瘡が発生しており、その予
防が課題となっている。そこで、本研究では
ギプス固定中の患者の褥瘡発生予防にさら
なる看護介入ができないか検討することと
した。
【方法】被験者の下肢をギプスにて固定した。
その際、有効と思われる除圧素材（市販され
ているシリコンパット、化粧用スポンジ、台
所用パフ、エアーキャップ）を踵部に挿入し
そこにかかる圧力を測定した。被験者は測定
時同一体位をとることとし、5 回測定した平
均値を踵部にかかる圧力とした。
【結果】ギプス着用時の除圧材を用いた圧力
測定では、シリコンパット以外で除圧効果が
認められた。その一方で、どの除圧材を用い
た場合でもその値に大きな差は認められず、
血行が途絶え組織が破壊されるため褥瘡が
できやすいとされる 32 ｍｍ Hg を下回る値
がでることはなかった。
【考察】今回の結果より、除圧材を用いるこ
とでギプス固定によって生じる圧力はある
程度軽減されるが、十分ではないことがうか
がわれた。当院のギプス固定が必要となる患
者の多くは高齢者であることに加え、麻痺や
拘縮を有し、ADL が低下していることが多
い。除圧だけでなく、褥瘡発生の原因といわ
れる皮膚への摩擦や加齢、基礎疾患、栄養障
害などについても検討していく必要がある
といえる。
【まとめ】ギプス固定の褥瘡予防は、除圧材
の使用だけでは十分でなく、看護師による
日々の観察とともに他職種との連携・情報共
有が重要になってくると示唆された。

演題 看護技術・教育
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リハビリ周辺業務の改善による業務時
間の短縮

○渕野幸則、橋本健太郎、金原大志、
　土屋理枝子、稲垣年男、砂野宏治、
　長谷川靖子、伊藤美樹、柳川達生

練馬総合病院

【はじめに】周辺業務である電子カルテ記載、
書類作成は時間外業務となることが多く、他
業務との重複により治療時間を突発的に変
更・延長する実態があった。そのため周辺業
務を見直し、業務時間短縮を目的に他職種と
職種横断的に業務改善を行なった。
【方法】当院リハビリテーション科７名の電
子カルテ記載時間、経過報告書・実施計画書
作成時間、業務時間を対象とし、対策実施前
後の１ヶ月間を計測して比較した。対策とし
てリハビリテーション支援システム内での
疾患別テンプレート作成、カルテ記載項目を
標準化し、選択できるようにした。経過報告
書もリハビリテーション支援システム内に
テンプレートを作成し、電子カルテからの自
動転記を可能とした。実施計画書は現存のテ
ンプレートを使用し、評価項目を選択式にし
た。また他業務とリハビリ治療時間の重複事
項を調査し、病棟でのリハビリスケジュール
表の活用を検討した。外来患者の対応や患者
家族への説明も検討した。この重複事項に関
しても全体の業務量に対する割合を計測し、
対策実施前後 1 ヶ月間比較した。
【結果】カルテ記載時間は１日平均 13 分、実
施計画書作成時間が 1 件当たり 2.1 分、経過
報告書記載間が 1 件当たり 21.2 分にいずれ
も短縮され有意差が認められた。リハビリと
他業務の業務重複事項は全体の業務量中の
6.6％から 2.6％に減少。その結果業務時間が
1 人あたり 1 日平均 40 分減少した。
【考察】リハビリ周辺業務を見直しテンプ
レートを作成したことにより、情報が電子カ
ルテ内で一元化することができ、書類作成時
間が短縮した。また療法士が統一した評価内
容を使用でき電子カルテ記載が簡便になっ
た。以上の結果より業務時間が短縮したと考
える。

短時間型（1 ～ 2 時間）通所リハビ
リテーションの検討

○窪田幸生

　　　
　河北総合病院

【はじめに】平成 26 年度診療報酬改定では、
脳血管疾患・運動器疾患の算定超えしたリハ
ビリが医療保険では原則不可といわれてい
る。また厚生労働省は、自立支援型サービス
の強化と重点化、医療保険から介護保険の円
滑な移行および生活期におけるリハビリを
充実させる観点から、個別リハビリ実施加算
の算定要件を見直すとしており、短時間型通
所リハビリにおける個別リハビリの充実を
掲げている。地域の基幹病院としての当院と
しての役割の 1 つとして、今回「通所リハビ
リ事業」を検討したい。
【現状】杉並区では 65 歳以上の高齢者は毎
年度増加しており平成 23 年度の高齢化率は
19.6％、平成 18 年度と比較すると 1.3 ポイ
ント増であり高齢化は着実に進んでおり、平
成26年には20％を超えると予測されている。
「通所リハビリ」の現状としては、区内には
6 箇所程しかなく、1 ～ 2 時間の短時間型は
「0」となっている。また通所リハビリ利用
者数は全国の 1/6 程であり、ニーズに対し
て受け皿が少ないことが現状である。
【課題】施設基準・人員基準はスライド参照。
課題としては、介護保険事業となるため病院
内における医療保険との混在（医事課）、ケ
アマネ等との連携体制構築、送迎、セラピス
ト人員増、リハビリ機器補充等があげられ、
その解決が急がれる。
【最後に】今後も地域のかたの声に耳を傾け
ニーズを把握し、それに応えるために想いを
形にしていきたい。

演題 リハビリテーション
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よりよい食事環境の提供に向けて

○田熊温子、西　直人、伊藤雅史

等潤病院

【はじめに】食事は人間の三大欲求の一つ
である。快適な食事場面の設定を行なうた
め、当院回復期リハ病棟では療法士と病棟ス
タッフが評価・介入を行なっている。個人に
見合ったよりよい「食事姿勢」と「食器」の
提供について考察したのでここに報告する。
【方法】対象は当院回復期病棟に入院されて
いる 30 ～ 90 代の男女 39 名（男性 73.2 歳、
女性 74.2 歳）食事姿勢に関して男性（車い
す 14 名椅子 4 名）と女性（車いす 12 名椅子
9 名）にわけ、人間工学の計算式を採用し食
事に対する理想姿勢を算出、現状と比較し数
値化した。食事場面での食器の使用について
観察と各担当者の意見と統合した。
【結果】車いす座位での比較では、男性は理
想とする座位姿勢よりも現状で 2㎝程度低
く、女性でも 4㎝程度低いという結果となっ
た。食器においては非利き手に食器を把持
し、摂取する割合が 30％未満と少なく、片
麻痺患者においてはその傾向が顕著であっ
た。食器をおさえられず食事することで食べ
こぼしや摂食の一連動作に時間を要してお
り、一品ごとの摂取がほとんどだった。
【考察】食事とは複合動作であり、動的要素
が多く含まれる。そのため姿勢保持時間、自
己での姿勢制御・座り直しの有無も影響して
いるのではないか。食器についても各患者様
に対し、滑り止めなどの補助具の使用はある
ものの食べこぼしなどについてはさらに介
入が必要である。
【まとめ】　以上のことから「食事姿勢」に
ついて簡易的なアセスメントを提案、姿勢に
関してのチェックシートを作成した。「食器」
については福祉・介護用具の中から採用に向
けた検討を部内で行なったため、その結果も
あわせて報告する予定である。

当院リハビリテーション科における患
者満足度調査

○井出　大

南多摩病院

【はじめに】当院は八王子市西部に位置し、
一般病床 170 床の二次救急医療機関として
機能している。リハビリテーション科では理
学療法士 12 名、作業療法士 3 名、言語聴覚
士 3 名にて運営している。また医療サービス
向上に資するため、患者満足度調査を実施し
ており、特に接遇に関する項目に特化した調
査内容となっている。そのなかで当リハビリ
テーション科（以下リハ科）における結果に
ついて若干の考察を加え報告する。
【方法】対象は入院患者様および外来患者様
とし、調査期間は入院患者様が平成 24 年９
月 24 日〜 28 日とし、外来患者様は平成 24
年 9 月 26 日〜 28 日とした。設問は「わか
りやすい説明をしてくれたか」「質問にきち
んと答えてくれたか」「対応は丁寧だったか」
「印象は良かった」の 5 問で、回答方法は 5
件法とし、全ての職種（8 職種）ごとに調査
した。
【結果】回収件数は 739 件。病院全体での平
均は 4.26（昨年度 4.22）。リハ科では「わか
りやすい説明をしてくれたか」は 4.39（昨
年度 4.69）、「質問にきちんと答えてくれた
か」は 4.39（前年度 4.48）、「対応は丁寧だっ
たか」は 4.46（昨年度 4.4）、「印象はよかっ
たか」は 4.49（昨年度 4.73）となり、平均
では 4.43（昨年度 4.56）であった。
【考察】本年度におけるリハ科での 5 つの設
問の平均値は、病院全体での平均値を上回っ
ていた。しかし病院全体の平均値が昨年度よ
り上昇しているにもかかわらず、リハ科にお
ける平均値は若干低下した。特に「印象はよ
かったか」についての差が最も大きく、昨
年度の良好な調査結果から対策をほとんど
講じなかった結果がでているものと推察さ
れた。本調査による項目は、良質な医療サー
ビス提供のプロセスを評価するものととら
えており、今後さらなる業務改善が必要であ
る。

演題 リハビリテーション
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サンキューカード導入の効果について
～ FISH 哲学からの学び～

○山形正子、伊藤敏子、土澤あみん、
　宮守美穂　　

岩井整形外科内科病院

【はじめに】当院は 7 対 1 入院基本料と 25 対
1 の急性期看護補助加算である。看護助手業
務は患者の看護師との連携は不可欠である。
しかし、看護師と看護助手間のコミュニケー
ション不足を感じていた。そこで FISH 哲学
の考えを基にサンキューカードの導入をし
た。その結果サンキューカードによるコミュ
ニケーションの限界、また新たな学びがあっ
たため報告する。
【方法】①サンキューカードの導入　② FISH
について勉強会を開催　③ FISH を体験する
【結果】①サンキューカードは、感謝される
とやる気につながる、季節毎の飾りつけが楽
しみなどの意見が聞かれた。その反面、「あ
りがとう」は言葉で伝えれば良いとの意見も
聞かれた。② FISH 勉強会後、カードは増え
なかった。③クリスマスイベントを企画し
た。病棟の飾り付けなど準備にスタッフが自
ら参加し、病棟の雰囲気も和やかになった。
【考察】カードで感謝の気持ちを伝えること
はコミュニケーションにつながると期待し
導入したが、カードは全員の参加は得られな
かった。大河原氏は「ありがとう」を伝える
ことは、感謝という気持ちのやり取りによっ
て相手との良好な関係性を認めることであ
ると述べている。言葉での「ありがとう」は
相手との掛け合いができ、フランクに思いを
伝えられる。しかし文字では一方的になりや
すく書く負担があるため、カードが増えな
かったと考える。一方、イベントは個々で
はなく、みんなで作りあげる楽しさがあり、
FISH の原理と一致していると考える。
【まとめ】①サンキューカードでコミュニ
ケーション不足を解消するのは限界がある。
②イベントは大勢で楽しみながら行なうた
め、スタッフの距離感が近くなる。

退院支援スクリーニングシートを用い
た退院調整困難な症例の分析

○池田友子、金谷幸一、高島　均、
　沼倉　哲、橋本史子、石井雅美、
　横関梨奈、林　優貴
                                     　　　　　　　　　

南町田病院

【はじめに】平成 24 年 9 月から収集をはじめ
た在宅療養患者のデータベースを分析し、そ
の結果を報告する。
【対象】9.10 月中に当院に入院された 65 歳
以上の患者（但し、64 歳以下の精神疾患・
癌患者・脳血管疾患・紹介状持参の患者も含
む）の 491 名中、退院調整が必要な 286 名
を対象とした。
【方法】当院では、入院 3 日以内に担当看護
師が退院支援スクリーニングシートを記載
し、B 項目に 1 項目以上チェックがついた症
例を退院調整の必要度が高い患者とみなし
退院前カンファレンスの対象としている。本
来の利用目的とは異なるが、今回このシート
の 7 大項目・32 小項目のデータを用いて分
析を行なった。
【結果】Ⅰ：①独居である、②同居家族が病
気を患っている は、日常生活自立度が比較
的高く、③主介護者が不在 は、④介護者が
75 歳以上の夫婦世帯である、 ⑤昼間あるい
は夜間に独居の時間がある は、日常生活自
立度が比較的低い傾向であった。
Ⅱ：退院調整の B 項目チェック数と入院日
数の分布について、チェックが 1 つのみの群
では入院期間が短かったが、それ以外には明
確な相関性は認められなかった。
Ⅲ：年代別入院数の分布について、60・70
代でのチェック項目数と入院日数について
それぞれ何らかの相関性があるかもしれな
いと思われた。
【考察】高齢者は、介護の際頼る人がいない
または、御子息に迷惑をかけたくない場合は
自立意識が高くなるのではと思われた。
【まとめ】今回 2 ヶ月分のデータのみで詳細
は不明だが、各データ間に何らかの相関が認
められ、今後定量データを加えることで精度
が増すと思われた。

演題 看護総合・急性期
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外来看護職員の配置に関する試み

○前田陽子、坂本良子、後藤泰子、
　大庫留美、池田輝美、海藤淑子、
　松田厚恵　

いずみ記念病院

【はじめに】在院日数の短縮化により外来患
者の看護職員に求める要望は変化し、それに
応え得る看護師の育成は大切である。当院外
来では、各診療科に看護師を 1 名固定配置し
ていたがチームワークの欠如、業務内容の偏
在、勤務時間や休息時間等の時間管理に関し
問題がおきていた。そこで一診療科に対し配
置変更を試みたところ看護師の行動、認識変
容がみられたので若干の考察を加え報告す
る。
【方法】平成 24 年 4 月～ 7 か月間、外来看
護師 5 名をローテーションし、診療科を担当
する配置変更を行なった。その結果を基に問
題事項に対する評価検討をした。
【結果】看護師は診療科の知識、技術の習得
や、業務内容の理解を深め、救急対応に関し
ても意欲がうかがえた。偏在する業務も少な
くなり、チームワークへの意識変化がみられ
た。待合室の患者観察から援助へと関心を
持ったようにみられた。また休憩休息時間が
確保され、希望休暇も取得しやすくなってき
た。
【考察】配置変更を行うことにより相互理解
を深め、看護師の認識が連携や協力、チーム
プレーへと変化したと考える。また診療科の
特殊性を学び理解することが救急対応時に
いかされるようになったと考える。同時に、
患者の変化を察知しトリアージに対する行
動認識変容がみられた。協力体制の確立によ
り勤務時間管理上の問題が改善したように
うかがえた。
【まとめ】外来看護チーム内の協力姿勢は、
看護の質向上につながるものと再確認した。
他の診療科についても同様の配置変更を検
討したい。

外来における糖尿病指導の改善
〜フローシートの活用による効果〜

○北澤美保、近藤洋子、松本悦子、
　笹井美紀、渡邉幹子、西村美智子
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　共済会櫻井病院

【はじめに】糖尿病は自覚症状に乏しい疾患
であり、そのため自己判断で治療を中断して
しまうことがある。今回、指導内容やスケ
ジュールの考案と、フローシートの作成、指
導後のカンファレンスの充実を図ったこと
により、中断者を出さないための糖尿病指導
の改善とスタッフの意識改革がみられたの
で報告する。
【対象】当院外来通院している初回導入の糖
尿病患者を対象
【方法】初回導入時に、糖尿病について薬の
内容、検査の進め方を全て指導する方法を廃
止し、初回には情報収集を行ない、患者背景
を知った上で糖尿病について話した。治療・
食事療法・運動療法などが記録できるフロー
シートを活用し、指導後にスタッフ間でカン
ファレンスを行なった。2 回目以降から、患
者のニーズに合わせた指導が行なえるよう
指導内容を選択性とし、柔軟に対応した。
【結果】カンファレンスの徹底と指導の統一
化をはかることで、現在までの治療の中断者
はいなかった。
【考察】患者本人の内側に潜む力を引き出す
ためには、必要な時期に必要な情報を与える
ことと、指導するタイミングが重要である
ことがわかった。患者は長い治療生活の中
で、様々な体調の変化やイベント等経験する
ため治療の優先をできない時もあるであろ
う。糖尿病の治療を行ないながらもその人ら
しい生活が送って行けるように支援するこ
とと、そのような時に安心して話せる環境づ
くりを目指すことが重要である。今後は記
録方法の統一が図れていなかったことで振
り返りが十分に反映されていなかったため、
フローシートの活用方法について検討を行
なっていきたい。
【まとめ】糖尿病指導の改善がスタッフの意
識改革につながった。

演題 看護総合・急性期
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自閉症をもつ患者の看護を通して

○倉島三千代、大久保ひとみ、相川俊子、
　糸井留美子、細貝愛美　　

岩井整形外科内科病院

【はじめに】内視鏡手術を受ける 18 歳の自閉
症患者を受け持った。椎間板ヘルニアで多く
の病院を受診するが自閉症のためと治療が
受けられなかった。当院で内視鏡手術を受け
入院から退院までスムーズな経過で問題は
生じなかった。またA君から「帰りたくない」
との言葉も聞かれ、私たちのかかわりは受け
入れられたと感じることができた。看護の基
本とした 3 つのポイントの、何がどのように
受け入れられたのかを知りたいと考え、退院
後に母親へインタビューを行った。その結果
を含め報告する。
【患者紹介】A 氏　男性　18 歳　術式：左
MED
【方法】①退院 5 カ月後に母親へのインタ
ビュー施行。②文献で振り返りを行なう。
【結果】① 3 つの看護のポイントを分かりや
すい説明、A 氏のペースにあわせる、家族の
協力を得るという看護の基本にそってかか
わったことが A 氏と家族に受け入れられた。
②文献から自閉症の特徴をとらえた対応が
不足していた。
【考察・まとめ】看護のポイントはスタッフ
全員で共有した。また医師やコメディカルも
A 氏への訪室は積極的に行なっていた。母親
へのインタビューでは「何かやる時と次にや
ることを説明してくれた」「時間をかけずに
一度にやってくれた」「先生や他の職員も優
しく接してくれた」ことが安心できたと話さ
れていた。またインタビューの内容と文献か
ら、絵を使った説明やスケジュール表を用い
ることが理解されやすいと気づくことがで
きた。A 氏は 1 年半にわたり多くの病院を受
診するが「自閉症」に対する偏見から適切な
対応が受けられないでいた。しかし実際は特
別なかかわりを必要としなかった。自閉症は
一つの個性であり、個に合わせたかかわり
が患者、家族の安心につながることが分かっ
た。

演題 看護総合・急性期、診療情報管理

留意すべき ICD コード使用率に関す
る調査

○橋本史子 1）、小熊亜理沙、長津陽子、
　南雲寿子、戸村秀子、片桐真理子、
　仁田智子、下田勇治、森　純代、
　柳澤千尋、武田直也、中島歩美、
　大西秀樹、西田龍平

東京都病院協会診療情報管理勉強会
DPC分科会

1）南町田病院

【はじめに】当分科会は、東京都病院協会の診
療情報管理勉強会DPC分科会として活動して
いる。平成 20 年 3 月に発足し、DPC 対象病
院におけるDPC運用方法、診療情報管理士の
DPCに対するかかわり方、院内への情報提供
方法、DPCデータ解析・活用方法や、診療情
報管理士が持つべき医事保険知識などについ
て意見交換を行なってきた。これまで、「ICD
コーディングの質について」「DPC 様式 1 調
査項目変更にあたって～診療情報管理士のか
かわり方～」などのテーマを当学会にて報告
している。今年度は、平成 24 年度 DPC 改定
に伴う「留意すべき ICDコード使用率に関す
る調査」について取り上げたので報告する。
【方法】平成 24 年度DPC改定における、留意
すべき ICDコード取扱いの変更点に着目。留
意すべき ICDコードの中でも、部位不明詳細
不明コードの使用率が DPC 係数（医療機関
係数Ⅱ）に反映される数値は 20％以下が必須
である。今後、20％からさらに厳しい数値設
定がなされていくとの予測もされることから、
この数値について現状で、どの程度の使用率
なのか、勉強会参加医療機関内で調査を行なっ
た。平成24年4月、各月様式 1提出件数に対し、
留意すべき ICD コードと部位不明詳細不明
コードの割合の調査を実施。調査データを一
つにまとめ同勉強会分科会内で比較検討した。
【結果】調査結果より、部位不明詳細不明コー
ドの使用率は、ほとんどの医療機関が 10％以
下であった。比較的平均値より高い使用率で
あった医療機関においては、今回の調査デー
タを活用し、自院において部位不明詳細不明
コード使用率に関する認識を高めるとともに、
使用率削減につなげられるよう、他医療機関
におけるDPC病名付与の運用、診療情報管理
士のかかわり方などについて意見交換を継続
して行なっていくことにした。
【考察】DPC 分科会内でのデータ比較のため
比較対象医療機関は多くなかったが、自院と
他医療機関の比較をすることで、自院の運用
にインパクトを与えることが可能になったと
考えられる。今後も、継続して比較検討をす
るとともに、DPCデータについて可能な部分
の比較検討を進めていきたい。
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Audit 実施による記録の信頼性確保に
ついて

○三岡相至、深川祥平、中居千春、
　市川弘道、吉田生馬

葛西昌医会病院

【はじめに】医療の質を評価する方法は 3 つ
あるといわれている。「構造」の評価、「プ
ロセス（過程）」の評価、「アウトカム（結果）」
の評価である。この中でプロセスの評価を行
なうためには、患者の状態や治療内容を、カ
ルテ内に記録する必要がある。今回、リハビ
リテーション部門においてカルテ Audit を実
施した結果、カルテ記載システムの変更によ
り記載不備を改善することができたため、そ
の理由を分析し報告する。
【対象と方法】カルテ Audit 開始前後（平成
24 年 8 月と 9 月）のカルテ記載ミスの数を
計算。診療記録として義務づけられている項
目の記録の分析。なお、Audit 開始前後の違
いとして、9 月からは介入した回数分カルテ
を書くこととした。
【結果】平成 24 年 8 月の記載ミスは 131 件。
内訳は実施時間や合計単位数のもれ、カルテ
の記載漏れであった。1 日複数回介入してい
るケースに多く認められた。9 月の記載ミス
は 76 件で、カルテの記載漏れなどは 0 件で
あった。
【考察】カルテ Audit の視点には、量的検査（形
式監査）と質的検査（内容監査）がある。今
回は量的検査を実施した結果 131 件確認さ
れたものの、Audit を実施した結果、診療記
録として義務づけられている項目の記録の
信頼性を確保することができた。記録の精度
を向上させるための Audit は重要な役割をに
なっていることが示唆された。
【まとめ】カルテ Audit 実施は、カルテ記載
の信頼性確保につながると考えられ、「プロ
セス」の評価を行なうツールとして利用する
ことが可能である。

演題 診療情報管理

統計分科会活動報告〜統計分科会病院
のデータを使ってみえたもの〜

○金長ゆかり  1）、神田あゆみ、細野未香、
　増田奈巳、岡田貴美、村上舞衣、
　稲葉小夜子、内野智子、山口　聡、
　脇田紀子、島田富子

東京都病院協会診療情報管理勉強会
1）練馬総合病院

【はじめに】2008 年に発足した東京都病院協
会診療情報管理勉強会統計分科会は、当初 8
病院の参加であったが、2012 年は 11 病院と
なった。統計分科会では、「汎用性のある質
の高い統計作り」を目指し、統計手法を学
び、医療の質の向上や効率的な経営に役立つ
データ提供と解釈ができるようになること
を目的としている。昨年は、架空の病院であ
る「統計分科会病院」を設定しデータの作成
と基本的な統計手法を学んだ。
【目的】「統計分科会病院」のデータをわか
りやすく提供し、他病院のデータと比較して
特徴を説明する方法を修得する。
【方法】「統計分科会病院」のデータを使って
基本統計量を算出し、診療圏と疾患、疾患と
入院期間などのグラフを作成した。脳梗塞・
誤嚥性肺炎・狭心症（不安性・労作性）・腰
部脊柱管狭窄症・大腿骨頚部骨折・虫垂炎の
6 疾患について「統計分科会病院」の在院日
数の平均値、中央値、最頻値を算出し、厚生
労働省から公表されている DPC 参加病院の
データと比較し、グラフを作成した。
【結果】虫垂切除術を実施した虫垂炎では、
DPC 参加病院の平均在院日数より平均値は
上回っているが、最頻値、中央値は下回って
いた。
【考察・課題】実際のデータを用いて資料を
作成し、データを比較することにより、中央
値や平均値などの基本統計量に対する理解
を深めることができた。
わかりやすいグラフだけでなく、わかりにく
いグラフ、意味のないグラフも実際に作成し
てみてメンバーで検討することにより、グラ
フの特長を理解し、有用なグラフを提供する
スキルが身についた。自院の特徴をデータに
基づいて説明できるよう更なるスキルアッ
プを目指していきたい。
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当院における NCD 症例登録について

○阿南多美恵、鹿島佳織、大野夏葉、
　佐藤則絵、丹羽由香、金長ゆかり

練馬総合病院

【はじめに】平成 23 年より一般社団法人
National Clinical Database（NCD）の外科手
術情報データベース事業が開始された。当院
では医師、診療情報管理士、医師事務作業補
助者で役割を分担し NCD 症例登録を行なっ
ている。NCD 症例登録では、高難易度の手
術に関しては患者基礎情報以外に、詳細な
データの入力が求められる。運用を進める中
で、データ入力担当の医師事務作業補助者か
ら問題点があげられた。そこで医師事務作業
補助者を中心に問題の改善に取り組んでお
り、その概要を報告する。
【問題点】1. カルテから入力データを抽出で
きないときに、医師に確認する必要があり、
時間を要し入力作業が進まない。2. 高難易度
の手術に関しては入力データが多く、日常業
務と並列して行なうことが困難である。3. カ
ルテに記載された術式名と NCD 術式名が一
致しないことがあり、術式名と紐付けたマ
ニュアルが必要。
【対策】入力データを患者基礎情報と手術に
関する詳細データにわけ、患者基礎情報を病
棟配属の医師事務作業補助者、詳細データを
医師と連絡がとりやすい医局配属の医師事
務作業補助者に担当を変更した。
【まとめ】各自の作業環境に応じて入力デー
タを振りわけけることで、1 ヶ月分の手術
データ入力完了までに要する期間を短縮し
た。今後は、誰が作業しても標準的に入力で
きるようマニュアルを作成する予定である。
また、症例登録は専門性が高いため、学会や
研修会など知識習得の場が必要であると考
える。

演題 診療情報管理

河北総合病院におけるカルテ監査実施
の報告

○沢居亮太

河北総合病院

【はじめに】当院は平成 25 年度に日本医療機
能評価機構 3rdG:Ver1.0 の更新審査を受審予
定である。Ver1.0 の新評価項目には「診療
記録の質的監査」が明記されているため、年
1 回行なっている量的監査に加え、質的監査
についても項目を定め監査を行なう予定で
ある。そこで当院における監査の結果を一部
ではあるが報告する。
【方法】紙カルテ 50 冊をランダム抽出した。
質的監査は診療部で行ない、量的監査は診療
情報管理室で行なうこととした。質的監査は
主に退院サマリーの内容やガイドラインに
基づいて診療が行なわれているかを監査す
る。量的監査は入院診療計画書が一週間以内
に発行されているか、記録の記載に誤字・脱
字はないか、カルテの書き方は SOAP に沿っ
ているか、退院療養計画書が発行されている
かなどを監査した。
【結果・考察】量的監査の結果、入院診療計
画書に関してはほぼ一週間以内に提供され
ており、内容も目立った不備はなかった。誤
字・脱字やカルテの書き方については研修医
に関しては良好な結果であったが、上級医師
では書くべき箇所に記載がないなど不備が
目立った。退院療養計画書については当院の
規定上発行することになっているが発行率
に関しては 6 割強に留まる結果となった。質
的監査については現在調査中である。
【まとめ】徐々にではあるがカルテ記載に関
しては良くなっている傾向がある。カルテ記
載についての院内規定が曖昧な部分もある
ため、規定の整備を進め、日本医療機能評価
機構の受審に向けてカルテのさらなる量的・
質的向上に努めていきたい。
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訪問看護師の介入で在宅療養者の希望
に添った看取りへの成就
 
○澤木佳子、大舘智恵、金山原子、
　福田幸子
 

足立東部老人訪問看護ステーション
（等潤病院）

 
 [ はじめに ] 近年、在宅医療が推進され、訪
問看護領域にも医療依存度の高い療養者が
増加傾向にある。特にターミナル期では苦痛
緩和は必須で不可欠。在宅での看取りは療養
者の希望や願望にかかわらず、介護者が抱え
る不安、心の揺らぎなどは大である。これ
らに対し、看護師の介入により緩和が図れ、
日々の生活の中で安心して穏やかに看取り
ができ、療養者と介護者の心の成就を図るこ
とができたので、ここに報告する。
[ 方法 ] 平成 21 年 4 月～平成 24 年 11 月迄
の 3 年 8 か月間に毎月の永眠者の男女比、在
宅での看取りと入院における永眠者の比を
抽出した。
[ 結果 ]3 年 8 か月間での永眠者の数値は総
体的に男女比をみても男性 44%、女性 56% と
差はなかった。しかし、在宅での永眠者は
85%、入院 15% と圧倒的に多かった。
[ 考察 ] 在宅での永眠者が多かった理由。家
族は急変時の対応、苦痛に対する緩和法、看
取り時の対応ができるか不安があった。本人
は自宅で過ごしたいと希望。家族へは本人の
希望を伝え本人の思いにそう方法を家族と
十分話しあい、方向性を決める。私達は療
養者が幸せに思える満足した最期を迎える
ため、24 時間体制での支援を全面的に行な
うこと。看取りを行なう家族の孤独や不安の
緩和に努め、段階に応じた的確なアドバイス
をする。介護者は決して一人ではなく、なに
があってもすぐに駆けつける看護師がいる
ことを話しすることで、最期は多くの利用者
様に在宅での看取り死を選択される結果と
なった。そのため在宅での看取りが多くなっ
た結果につながったと考えられる。
[ まとめ ] 真心からのケアを提供することに
より信頼関係が強くなった。また支援体制が
確立していることもあげられる。これからも
ターミナル期を多いに推奨していきたい。

演題 診療情報管理、看護慢性期、地域連携

院内がん登録データ公表への取り組み

○増田奈巳　

東京厚生年金病院

【はじめに】当院は、2006 年 11 月 1 日の症
例より院内がん登録を開始し、2008 年４月
に「東京都認定がん診療病院」の指定を受
けた。2008 年症例分より東京都へデータを
提出している。しかし、これまでは登録し
てデータを提出するのみで、分析や結果の
フィードバックなどは行なっていなかった。
そこで、データの分析結果を院内外にて公表
することによって、地域住民へ当院のがん診
療の特徴をお知らせすることと、医師に院内
がん登録を知ってもらうことによってデー
タの精度向上を図る取り組みを行なったの
で、報告する。
【方法】院内外への公表は 2008 年 1 月 1 日
～ 2010 年 12 月 31 日までの、全 2,025 症例
とし、がん診療委員会にて審議を行なった。
【結果】院外への公表は登録件数などの限ら
れた項目のみをホームページ上で公表する
ことになり、ステージごとの治療方針の割合
などの細かい項目については、医師よりデー
タの整合性について疑問視されたため除外
された。院内へのフィードバックについて
は、東京都より提供のあった報告書を当院用
に見やすく加工したものが好評だったため、
それを使用した。
【考察】データの整合性について疑問視され
た項目については、医師の考え方と院内がん
登録のルールの相違のためと推測される。
【まとめ】以上のことから、整合性を疑問視
された項目については、医師と共に確認を行
ない、経緯と結果について報告する予定であ
る。



72

自宅退院に向けた家屋調査への同行

○髙野ひろみ、安澤君代、葛西由香、
　佐藤多恵子、海藤淑子、深澤　徹

いずみ記念病院

【はじめに】回復期リハビリテーション病棟
では、在宅生活や社会復帰が円滑に行なえる
よう、必要に応じ家屋調査を行なっている。
これまで看護師は、本来業務や認識不足、多
忙などから家屋調査に同行できなかった。そ
のため、退院に必要なセルフケア指導、自
宅と療養環境の設定にズレが生じることが
あった。今回、家屋調査へ同行することによ
り、自宅退院に向けた働きかけに、意識の変
化が生じた症例を経験したので報告する。
【目　的】家屋調査同行について、看護意識
を把握すること
【結　果】家屋調査へ同行した結果、事前の
写真から得ていた情報と家屋調査で確認し
た情報では相違があり、退院後の動線や環境
設定の変更が必要とされる例があった。ま
た、実際に患者が生活する場を確認すること
で、転倒のリスクがある場所の把握や、自立
することの必要性を再認識でき、その後の病
棟生活で自立へ向けてのセルフケア指導へ
とつなげることができた。そして、病棟での
療養環境を設定する際には、積極的にセラピ
ストと話し合い連携を図っている場面を見
かけるようになった。
【考　察】看護師のみならずスタッフが、家
屋の状況を把握することは、人的資源がそろ
えば患者に即した看護計画の立案に有意義
である。そこで目的をしっかり持ちながら家
屋調査に同行することは、退院後の生活の中
で生じる不都合を把握し、患者の具体的な行
動をイメージしやすくなると考える。
【まとめ】家屋調査へ同行した看護師は、退
院に向けての働きかけに意識の変化がみら
れるようになった。回復期から維持期に向け
た連携は大切である。したがって、今後業務
調整の上、自宅退院に向けた療養環境を整え
るよう努めていきたい。

退院支援について

○須永智恵、田中いづみ

一成会木村病院

【はじめに】ＭＳＷの業務には様々な支援があ
り、中でも退院に関する業務は多くを占める。
今回は退院支援に焦点をあて、当相談室の実績
を分析、さらには転院相談が難航した事例を検
討し、ＭＳＷに求められる役割を考えた。
【方法】2011 年度、急性期病棟から退院した患
者 704 人について、転帰とＭＳＷの介入有無に
ついて調べた。また、当院近隣の療養型や施設
の受入れ状況の調査結果に事例をあてはめ、転
院を困難にしている問題点を探る。
【結果】退院患者 704 人の内、236 人が退院に
際し、MSW が介入した。
療養型及び施設の受入れ状況に関しては、まず
待機期間が長い。療養型は医療区分や介護度が
軽い患者は報酬が低いので受入れに消極的であ
る。また、入所に必要な書類が施設ごとに異な
ることも、医師の負担増と在院日数が延びる原
因である。
【考察】事例から、病院・施設の細かな機能分
化は行き場のない患者を生み出す一つの要因と
考える。
また、書類作成の対策として、医師でなくても
記載できる個所は、医師事務補助作業員が担
い、医師の負担軽減に努めている。老人保健施
設（以下老健）より求められる検査データーを
一括対応できるよう、検査科に依頼し老健セッ
トを作った。区内老健の書類統一化を区に働き
かけ、来年度から運用される。
【まとめ】退院困難者の増加は、急性期の患者
受け入れを阻む要因となる。退院支援はＭＳＷ
だけでは行なえず、医師・看護師や退院先とな
る病院・施設、そして当事者である患者・家族
の協力が何より必須である。ＭＳＷは患者・家
族と医療をとりまく環境の間で双方の折り合い
をつけながら、退院を支援していく。そのため
に「教育的機能」と「連携調整機能」が求めら
れる。

演題 看護慢性期、地域連携
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地域医療連携システムと連携した予約
システムの構築

○反町　亮、大野麻那、栗原直人、
　小谷野圭子、野村繁之、堀　裕士、
　飯田修平、洪　時宗、嶋田陽子

練馬総合病院

【はじめに】当院では平成 24 年 3 月より、
ID-Link による地域医療連携システムを稼働
した。その後、検査と診察予約機能に対する
要望が高かったことから、ID-Link と連携し
た検査および診察予約システムを開発した。
【概要】予約入力時には特定の予約項目を選
択する方法と、指定日から複数の予約項目を
一覧で表示して選択する方法を用意した。診
療所医師の利便性を考慮し、患者の当院へ
の来院歴や ID-Link への登録の有無に関係な
く、診療所で使用している患者 ID と患者基
本情報を入力するだけで予約できる仕組み
とした。予約項目と予約枠は自由にマスタで
管理できるようにした。さらに、予約項目に
合わせて診療情報提供書を作成する機能、シ
ングルサインオンで ID-Link 上の診療情報を
閲覧する機能、報告書の完成を自動的にメー
ルで知らせる機能なども実装した。
地域連携室では、管理画面で予約申込患者一
覧を参照し、予約受付、取消、診療情報提供
書の提出、受領等予約状況を管理できる。
なお、通信は SSL で暗号化してデジタル証
明書で特定のパソコンでのみ参照できるよ
うにセキュリティを担保した。
OS を問わない Web システムとしたため、
将来の機能拡張や他のシステムの追加など
も容易にできる。
【結果】本システムの構築により、休日、夜
間を問わず、連携先の診療所から簡単に検
査・診療予約、検査結果参照ができるように
なり、予約から検査・診察、紹介元での結果
参照まで一連の流れのシステム化が実現し
た。汎用的な仕組みであり ID-Link を導入し
た他の病院も容易に利用できる。

インシデント・アクシデントとストレ
スの分析による業務改善

○青木玲子、荒川悦代、水田美里、
　湯上幸子

一成会木村病院
	
【はじめに】当病棟は障害者施設等一般病棟
で全介助を要する患者が多い。スタッフより
「夜勤の朝、夕が忙しく余裕がない」との声
が聞かれていた。この時間帯または業務内容
にストレスがあるのか、また過去のインシデ
ント・アクシデントレポート ( 以下レポート
とする ) とストレスの関係について調査・分
析し業務改善につながったためここに報告
する。
【対象・方法】当病棟看護師 21 名。ストレ
スについてアンケートを実施し、レポートと
ストレスの関係について分析した。アンケー
ト内容は業務内容を時系列で分け、ストレス
の強さを 5 段階評価した。
【結果・考察】レポート件数は薬剤が最も多
く、次いで療養上の世話であった。薬剤は夜
勤帯、療養上の世話は日勤帯の提出が目立っ
た。日勤帯に療養上の世話が多かったのは、
患者と接する時間が多いことが関係してい
ると考える。
時系列では全体で 6時～ 13時、16時～ 17時、
薬剤においては 6 時～ 9 時、10 時～ 13 時に
提出が目立った。申し送り、検温、食事介助
など業務が集中する時間帯に薬剤業務を行
なうことが、インシデント・アクシデント発
生要因の一つと考える。全体では、夕方に比
べて 6 時～ 9 時のレポートが多く、ストレス
はわずかに高くみられた。これは、長時間勤
務による疲労・寝不足などが関係していると
考えられる。
【おわりに】現状の問題点が把握できたこと
で以下の業務改善を行なった。
①夜勤帯の業務を日勤帯に分散。②医師の協
力のもと採血が均等な人数になるよう調整。
③オムツの使用法の勉強会を実施し、オムツ
交換の回数を減らした。
今後も安全を重視した看護を目指すため、業
務改善に努めていきたい。

演題 看護慢性期、地域連携
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回復期病棟における看護の関わり～ア
ンケート調査からの一考察　　　　　
　　　
○ 西山順子、矢崎睦子、小久保芳江、
　松浦けい子、大野恵美子、米田浩基、
　高田耕太郎

いずみ記念病院

【はじめに】回復期看護は、「できる ADL」
と「できるようになった ADL」を見極めな
がら療養に取り入れ、在宅復帰を目指してい
る。そこで、この実務に関したアンケート調
査を行なったので報告する。
【方法】回復期病棟に務める看護師・介護職・
クラーク 32 名を対象にアンケートを行なっ
た。アンケートは、患者のリハビリと業務
に関する設問内容とした。回収率は 100％で
あった。
【結果】リハビリを見学したことがある職員
は 32 名中 20 名（62.5％）であった。患者
に十分かかわりたいかとの問いには 18 名
（56.3％）が希望していた。患者のよくなっ
た動作を意識しているかの問いには 25 名
（78.1％）が「やや意識している」と答え、
リハビリで可能な動作を療養生活にいかし
ているかの問いには 15 名（46.9％）が「ま
あまあ生かしている」と答えていた。現在職
員の仕事に満足をしているかの問には「どち
らともいえない」が 15 名であった。
【考察】アンケート調査により、どのスタッ
フも患者の安全・精神状態・安楽を重視し、
看護・介護を提供していることを再確認でき
た。またスタッフの半数以上が患者のリハ
ビリを見る・知るという行動を行なえてお
り、患者に対して積極的にかかわりたいとい
う思いがあることがわかった。職務満足と
は「自分の職務についての評価や経験から生
じる、心地よい肯定的な感情の状態」と定
義されている。今回の日常業務に対する満
足は「どちらともいえない」が約半数であっ
た。人員不足・業務・時間に追われている感
覚が、患者にかかわることへのジレンマにつ
ながっているのではないかと予測された。
【まとめ】リハビリに関わり、患者が回復す
ることはスタッフの喜びとなり、仕事に対す
る満足につながると考えられた。

白ゴマ油を使用した口腔ケアの取り組
み

○金杉佳代子、川上直行、安部奈津巳、　
　田村綾子

等潤病院

【はじめに】我が国は 2015 年には 65 歳以上
の高齢者が全人口の 1/4 を占めると予想さ
れている。高齢社会が進むにつれて要介護高
齢者数は 1993 年には約 200 万人だったのに
対し、2025 年には約 530 万人に増加すると
推計されている。そのため急増する要介護高
齢者の QOL 向上を目指した生活支援が必要
である。一番身近な生活支援として口腔ケア
があげられる。当病棟でも様々な疾患から
ADL 低下をきたし自分で口腔ケアを行なえ
ない高齢の入院患者が多く看護師の実施す
る口腔ケア方法が統一されていない現状で
ある。近年口腔乾燥症は QOL を大きく低下
させるだけでなく局所や全身の感染症の誘
因や摂食・嚥下障害の原因となっていること
がわかっている。「化学療法患者へ白ゴマ油
を用いた口腔ケア検討」の文献から口腔ケア
に白ゴマ油を使用することで唾液の分泌が
低下し、口腔が乾燥したときに保湿作用があ
り、口腔内細菌に対しても抗菌作用が期待で
きるがわかった。今回当病棟の日々の口腔ケ
アを見直し、口腔ケアの向上に努めることを
目的として実施した取り組みの結果を報告
する。
【対象】禁食中で口腔内乾燥しやすく看護師
介助で口腔ケアが必要な患者 5 名を対象とし
た。
【方法】口腔ケア時 A 軟膏、B 製品、白ゴマ
油を５日ずつ使用、各クールの開始終了時に
シグナルキャッチ、当院の歯科衛生士により
口腔内の状態を評価し、比較した。
【結果】継続したケアを行なうことでの保湿
改善がみられた。
【考察・まとめ】日々の継続したケアと評価
が口腔ケアの向上につながることとスタッ
フの意識づけができケア方法の統一を図る
ことができた。

演題 看護慢性期
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コーヒー豆かすを利用した消臭対策

○成田郁子、尾田香織、松尾典子
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

信愛病院

【はじめに】近年高齢化が進み、一般病棟で
も寝たきり患者が多く、１日の殆どを病室内
で過ごしているため、様々な臭気が生じてく
る。そこで、安価で安全な手に入りやすい
コーヒー豆かすを利用して消臭効果が得ら
れたので、報告する。
【対象】スタッフ　ナース 18 名　ケアーワー
カー 9 名
【方法】コーヒー豆かす 10 ｇをお茶パック
につめたもの 2 個を陰部用タオル入れに設置
し、1 週間で交換した場合と、3 日間で交換
した場合のそれぞれ 3 回ずつ実施した。環境
省で定められた「6 段階臭気強度表示法」と
｢9 段階　快・不快度表示法｣ を使用し、消
臭効果についてアンケートを行なった。
【結果】6 段階評価で大きな変化があったの
は、1 週間で 27 人中 12 人が、何の臭いかわ
かる、楽に感じる弱い臭いが、3 日間では 27
人中 19 人だった。9 段階評価でも同様で、1
週間で 27 人中 8 人が快でも不快でもないと
いう結果が 3 日間では 10 人だった。やや快
は、1 週間では 5 人だったが、3 日間では 11
人になっている。アンケートの中で 1 週間近
くになると、だんだん不快な臭いに変わって
しまうとの意見があった。
【考察】6 段階評価と 9 段階評価を用いたが、
臭いの感じ方には個人的な違いがあり、6 段
階評価では疑問の残る結果もあったが、9 段
階評価では効果があったと考える。
【まとめ】コーヒー豆かすの効果的な消臭効
果と持続性のある芳香効果がアンケートに
より示唆できた。

疥癬の強い掻痒症状を抱えた患者の経
過を通して学んだこと

○安部一成、小宮洋子

愛和病院

【はじめに】当院入院前より 3年にわたる強い
痒みを訴え、全身掻痒動作による食事拒否や
排泄への執着、夜間不眠となり、強い精神的
ストレスを抱えていた患者が入院され、他職
種と連携・共働し、治療を行なった結果、掻
痒動作が改善し、精神状態が落ち着き、その
人らしい生活を取り戻すまでの経過を通して、
学んだことを報告する。
【対象】74 歳、男性、自立度B2、病名は脳梗
塞後遺症、アルツハイマー型認知症、右前頭
葉脳挫傷、皮下膿瘍、多発性褥瘡（左踵、臀
部）、症候性てんかん、入院期間は平成 24 年
4/23 ～ 6/28、妻と二人暮らし、65歳まで寿司
職人として働いた。療養上の本人の希望は「歩
けるようになりたい」といった一人の患者を
対象とした。
【方法】前入院先の看護サマリー、当院の看護
記録、サービス担当者会議議事録を参照し、
入院生活中の本人の言動も取り上げ、ADLの
変化に着目し、経過を追ってみた。
【結果】治療が進み、疥癬による掻痒感が緩和
されると、患者はそれまで阻害された食事、
排泄、睡眠が円滑になり、ADLも向上し、精
神状態も落ち着き笑顔を見せるようになった。
しかし、別の皮膚疾患からくる強い掻痒症状
で、再び ADL が低下し、痒みの訴えも多く、
落ち着かなくなった。
【考察】今回の事例では強い掻痒症状という健
康被害がADL、精神面に大きく影響し、本来
の生活に支障をきたし、その人らしい生活と
は掛け離れたものとなってしまっていた。疥
癬対応のスケジュールを 3週間実施し、患者
にとっては体調が悪い中、毎日のスケジュー
ル対応と処置を受けなければならず、感染性
疾患の特性上、個室管理となり、家族、職員
等の他者との接触回数の制限を強いられ、相
当の苦痛と多大な負担があった。
【まとめ】高齢者の皮膚疾患では、長期に渡る
掻痒感を伴う発疹がある場合には感染性のもの
であるかの見極めと、本人の訴えを傾聴するこ
とが大切であると再認識させられた。また問題
点を明らかにし、一貫性のある看護、介護が行
なえたことにより、円滑に治療が進み、患者に
とってよい結果をもたらしたと考えられる。

演題 看護慢性期
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高齢労働者の職場を考える～転倒リス
ク評価表からの考察～

○佐々木宣子、佐藤利枝子

久米川病院

【はじめに】2013 年 4 月高年齢労働者の雇用
の安定等に関する法律のもと、当院も 2010
年 3 月をもって定年を撤廃した。しかし、高
齢労働者の安全問題を論じると、身体機能の
衰えからうまれる災害リスクが高まるとい
われている。そこで、転倒リスク評価セルフ
チェック表を用い調査をしてみた。
【方法】60 歳以上の職員を対象に転倒リスク
評価セルフチェック表を用い行なった。
【結果】60 歳全体の評価は、身体機能に対す
る自己認識はほぼ的確に把握していると考
えられる。しかし、① 60 ～ 64 歳と② 65 ～
69 歳にわけてみると、①は、自分の体力を
高く評価している傾向にあり、自分で考えて
いる以上に身体が反応していないケースが
多い。②は、身体機能と自己認識がほぼ一緒
であった。70 歳以上になると、身体機能と
自己認識のばらつきが大きく、また、身体機
能と自己認識ともに低い状態になっている。
【考察】60 歳前半は、自分の体力を高く評価
していることより 50 歳代の体力を自分自身
の体が記憶しているが、少しずつ低下してい
ることに気がつかずにいる。そして、60 歳
後半に 60 歳なりの身体機能を自己認識して
いくのだろうと考えられる。このことより、
高齢者の転びの災害は、年代の前半に起こる
可能性が高いと思われる。また、加齢による
身体機能の衰えを高齢労働者は働いている
自信から気がつかずにいる。早い時期から自
分の身体機能を理解し、維持、改善すること
が必要であると考えられる。
【まとめ】今後、高齢労働者数は徐々に増え、
転び災害の発生も増加傾向になるであろう。
本人の問題とせず、職場全体で取り組む必要
があると考えられる。

財団内情報伝達に関する課題と検証～
院内アンケート分析～

○松永洋明、丹羽結子、渡邉真弓、
　橋本昌仁、他

河北総合病院

【はじめに】財団内情報は、紙媒体や電子媒
体を利用して多種多様な方法で伝達されて
いる。また、病院機能評価では、組織の決定
事項が全職員に伝達され、部門内や部門間の
情報伝達が円滑に行なわれることは、病院運
営上極めて重要なことであると示されてい
る。
今回当院である事例が発生したが、その伝達
方法と速度において施設や部門によって違
いがみられた。この事例を課題として、全職
員へのアンケート調査を実施した。より適切
な財団内情報伝達について検証する。
【対象・方法】財団全職員 1543 名に対して、
紙媒体で「情報伝達に関するアンケート」を
2012 年 4 月に実施した。内容は記入者属性、
財団内情報伝達の参照頻度、部署内周知の仕
組みについて集計し、回答数 1057、回収率
68.5％を対象とした。
【結果】アンケート結果を施設別、職種別、
年齢別で分析した。施設別では、職員数やグ
ループウェア閲覧環境の影響によって、財団
情報を共通方法で伝えられていない現状が
確認された。職種別では、医師や薬剤師は医
療情報を優先的に取得する一方で、事務職や
他のコメディカルはそれぞれの職種で優先
情報が異なった。年齢別では、経験年齢が高
いほど紙媒体の利用度が高い結果となった。
【考察・まとめ】財団内情報伝達方法が多種
多様化し、施設別・職種別・経験年数によっ
て情報の入手ルートが異なっており、システ
ム要因や人的要因があることがわかった。
今後は、１）情報伝達方法を集約化すること、
２）情報の重要度とその対象者を明確にする
こと、３）情報収集に対しての教育体制を充
実すること、の３つの課題に取り組み、全て
の情報に対して全職員が高い当事者意識を
持つことが必要であるといえる。

演題 病院管理
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効果的な逆紹介の推進
～逆紹介プロジェクトチームの取り組
み～

○比留間惠、桑田雅雄、大高弘稔、
　丸橋直樹、三上由紀子

東大和病院

【はじめに】当院は東京都の北多摩西部二次
医療圏にあるベッド数 284 床の急性期病院
である。救急搬送件数は年間約 6 ００台と病
床数に比して多く、外来患者受診数は 21 年
度 1 日平均 596 名、22 年度 584 名。新患率
は 21 年度 13.6％。22 年度 13.5％であった。
また外来での待ち時間も長時間となり患者
サービスの低下をきたし、医師は通常の診療
に加え救急対応と手術検査等で多忙極まり
なく疲弊を招いていた。こうした状況を改善
するため、23 年度逆紹介プロジェクトチー
ムを立ち上げ、逆紹介を進めることで医師の
負担軽減と患者サービスの向上を図った。そ
の効果について報告する。
【方法】医師を中心としメディカルスタッフ
を参加させ逆紹介プロジェクトチームを結
成し運用方法を定めた。地域医療連携室と協
働し、逆紹介専属看護師を配置。また、追
い出しイメージをなくすため『安心連携カー
ド』を活用しての逆紹介をすすめた。
【結果】地域医療連携室スタッフと協働した
逆紹介専属看護師の配置と安心連携カード
を用いたことで、1 年間で 1386 名の逆紹介
に至り、23 年度 1 日平均受診者数は 547 名
と減少し新患率は 13.6％と変動はなかった。
結果として逆紹介により収益貢献にもつな
がった。しかし、外来待ち時間の短縮には
至っていない。
【考察・まとめ】外来の待ち時間の短縮には
つながらないが再診患者が減ったことで新
患の患者に対して十分な診療時間が確保さ
れ医療の質の向上につながったと考えられ
た。

慢性期医療の質を問う組織運営

○服部智美

久米川病院

【はじめに】当院では、今年度から事業計画
の方針と達成目標を「慢性期の医療と介護の
最高の質とは何か」という視点に立ち、大き
く変更した。具体的な目標と活動計画を従来
の部門部署単位での策定から病院全体の目
標 10 項目に絞り込み職員全員で取り組んで
いる。その苦戦する経過と進捗結果をここに
報告する。
【方法】昨年度から看護部門・コメディカル
部門・事務部門で話し合いを重ね、目標値を
設定し活動計画を立案した。10 項目の目標
毎に各部門からリーダー・サブリーダーを各
１名選出し、チームをつくり関連する委員会
とともに活動している。また、毎月品質向上
委員会で進捗状況を評価し、対策を見直して
いる。
【結果】「三大合併症の予防と在宅ケア 3項目」
と「施設ケアへの移行推進４項目」について
は、１階病棟 42.5％、２階病棟 40％、３階
病棟 60％。（８月時点）「働きやすい職場づ
くり３項目」については、現在進行中である。
【考察】現在の結果から、成果をあげている
病棟は、看護師・ケアワーカーの垣根がなく、
チームリーダーがリーダーシップを発揮し
ている。また、ケアワーカーの業務のバラツ
キがないことも要因となっていることがわ
かった。そして、事務部門では現場への意識
の薄さ、コメディカル部門では情報の共有が
なされていなかったことが明らかになった。
【まとめ】①職種間の垣根を越えたチーム力
の推進②リーダーの育成③ケアワーカーの
組織強化とケアの標準化。この３つを組織運
営の中にどのように組み込み実践していく
ことができるのかが質の向上につながるカ
ギと考えられる。

演題 病院管理
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療養型病院におけるリハビリテーショ
ンサービスと問題点

○渡辺　寛

北品川病院

【はじめに】地域型の療養・リハビリ病院で
ある当院は、現病歴のみならず既往歴に伴う
症状残存により治療困難症例が増加してい
る。今回、治療の障害となりうる既往歴の有
無と転帰について、調査し、考察したので報
告する。
【対象・方法】入院中の入院患者 90 名を対象
とし、リハビリ適応疾患のほかに治療の障害
となりうる既往歴（脳血管障害、大腿骨骨折、
認知症、全身廃用）の有無と、約 3 ヶ月後の
転帰について調査し、全国回復期リハ病棟連
絡協議会発行のデータと比較した。
【結果】67 名（74.4％）にリハビリ治療の障
害となる既往歴があった。転帰として在宅系
が 49 名（54.4％）、施設系が 32 名（35.6％）、
入院中・死亡が 9 名（10.0％）であり、比較
資料に比べ在宅復帰率が低かった。また、当
院転院時における要介護認定者および認定
申請中の患者は 83 名（92.2％）と高率であっ
た。
【考察】脳梗塞における t-PA 治療や、大腿骨
骨折における術式の進歩などにより、リハビ
リ対象疾患における一時的な救命率や、回復
率は向上した。しかしながらこの結果、これ
ら既往があり要介護生活を受けている者が、
新たに同様の傷病を繰り返しているケース
が増加しているものと思われる。このためリ
ハビリテーション算定期限内に回復せず、在
宅復帰の妨げになっている症例が、地域型病
院では増加していると考えられた。
【まとめ】治療困難なリハビリテーション症
例が増加していることに対する認識を持ち、
早期より実態にあった効果的な治療プログ
ラムの立案を行なうことが重要であると思
われた。

練馬総合病院と練馬消防署が共同開催
している救急症例研究会の取り組み　

○栗原直人、大野麻耶、岡部　光、
　横手ちひろ、岩川泰子、羽柴弘子、
　井上　聡、柳川達生、飯田修平

練馬総合病院

　練馬総合病院は地域中核病院として二次
救急まで対応する急性期病院である。当院と
練馬消防署は 2007 年 10 月から救急搬送患
者の症例（搬送前の状況、搬送後の診断、治
療について）の検討や救急業務全般の現状と
問題点の検討をするために救急症例研究会
を開始した。
　本研究会の目的は、救急隊と医師、看護師
をはじめとする病院職員の医療知識の向上
だけでなく、お互いの仕事を理解し、意思疎
通・連携を深め、地域医療を充実させること
である。
　1 年間に 2 回開催し、2012 年 10 月 5 日に
は第 10 回救急症例研究会を開催した。検討
した症例数は 19 症例であり、急性腹症（腸
穿孔、胆管炎、急性膵炎など）、糖尿病性ケ
トアシドーシス、呼吸不全、多発外傷、大腿
骨頚部骨折、尿管結石、脳梗塞、多発血栓症
など当院に救急搬送された救急症例を対象
とした。また、当院医師が行った講演の内容
は、内科（心電図、血栓症と塞栓症）、外科
（急性腹症、閉塞性黄疸）、整形外科（骨折）、
婦人科救急疾患、皮膚科（アレルギー疾患）、
眼科（緑内障など）、脳外科（脳出血、脳梗
塞など）、小児科（アレルギー疾患）など、
各科の救急疾患をテーマとした。一方、練馬
消防署からは、①航空ヘリ活動の現状、②メ
ディカルラリーについて、③東京ルールとト
リアージについて、④ホットラインについて
多発傷病者対応訓練の実施と報告、⑤東日本
大震災の活動状況、⑥東京ルールの運用状況
　など救急業務に関連した現状話題などを
わかりやすく説明した。本研究会の第１回か
ら 10 回までの取り組みについて報告する。

演題 医師部門
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介護老人保健施設入所者の入所後生存
率に影響を及ぼす背景因子

○ 藤巻　博、相内俊範、本間優子、
　森　裕美、浅野光彦、山崎勝雄、
　小泉蓉子、小泉和雄

介護老人保健施設いずみ
（いずみ記念病院）

【はじめに】介護老人保健施設 ( 以下、老健 )
は、病状がほぼ安定している高齢者で、看護
や介護などのケアやリハビリが必要な方を
入所対象としている。しかし、老健へ入所さ
れた方が体調を崩し、医療機関へ入院するこ
とは少なくない。それらの方の多くは、病状
の軽快によって老健へ戻られるが、病状が進
行して亡くなられる方もいる。ここでは、老
健入所者の入所後生存率に影響をおよぼす
背景因子について検討した。
【方法】平成 22 年 4 月以降の新規入所者 147
例 ( 男性 54 例、女性 93 例、平均年齢 80 歳、
平均要介護度 3.5) を対象とした。個々の症
例で、入所時を起点として、死亡あるいは経
過観察終了(打ち切り)までの日数を求めた。
追跡調査は医療機関入院後においても継続
して行なわれた。背景因子として、性・年齢・
要介護度・入所前の状況・栄養状態・疾患 ( 脳
血管障害、心疾患、呼吸器疾患など ) の有無
について検討した。回帰分析には Cox 比例
ハザードモデルを用い、背景因子 ( 共変量 )
の統計学的有意性の検定にはWald 検定を用
いた。
【結果】新規入所者 147 例中、死亡：10 例、
打ち切り：137 例であった。共変量一括投入
による打ち切り／死亡の検定では、年齢、栄
養状態および心疾患の有無で統計学的に有
意なχ２値が得られた (p=0.034,p=0.040 およ
び p=0.046)。
【考察・まとめ】老健入所者の入所後生存率
に影響を及ぼす背景因子として、年齢、栄養
状態および心疾患の有無があげられた。栄養
状態改善のためには、咀嚼・嚥下・口腔衛生
などへの適切な介入が必要であり、心疾患に
関しては定期的評価が不可欠と考えられた。

変形性膝関節症に高濃度ヒアルロン
酸、サイビスクの投与の経験

○﨑原　宏

柳橋病院

【はじめに】高齢化にともない変形性膝関節
症の患者数は約 700 万人いるといわれるが
高齢者の活動性を高め維持することは重要
なことである。従来疼痛対策などにステロ
イドなどの関節内注射が行なわれていたが、
1987 年分子量が約 80 万の低分子量ヒアルロ
ン酸（アルツなど）の関節内投与が保険適
応になり、保存療法は大きく変わっていっ
た。その後変形性関節症の関節液と同じの分
子量 150 万のスベニール、そして 2010 年 12
月に健康な関節液の分子量 600 万と同じで
あるサイビスクの販売が開始された。
当整形外科では 2011 年 7 月からアルツで治
療成績が十分でない症例にサイビスクの投
与をしたので、今回その治療成績などを発表
する。
【対象】変形性膝関節症で治療中の患者でア
ルツでは満足する効果のなかった 75 症例
138 関節を対象とした。
【方法】サイビスク 1 筒を 1 週間隔で 3 回投
与して KL 分類ごとに患者様の疼痛感覚で評
価した。
【結果】KL 分類 1 度（8 関節）で著効 25％、
有効 63％、不変 12％。Ⅱ度（52 関節）著効
15％、有効 65％、不変 20％。Ⅲ度（44 関節）
著効 9％、有効 59％、不変 32％。Ⅳ度（30
関節）著効 10％、有効 50％、不変 40％であっ
た。なお悪化はいなかった。
【考察】KL 分類別効果は外国の結果にほぼ
一致した。水腫等の副作用は 6 例あったがほ
ぼ期待された効果をあげることができた。
【まとめ】今後とも症例に応じてサイビスク
の投与を続けていきたい。

演題 医師部門
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乳児予防接種時の保護者の意識調査と
看護師の役割

○平賀博美、井脇　恵、中内陽子

寿康会病院

【はじめに】近年、新しいワクチンが承認さ
れ、1 歳前に接種可能なものは計 9 種類であ
る。それらを当院で同時接種を選択した場合
は計 8 回、全て単独接種だと 18 回の通院と
なる。来院回数の増加と接種スケジュールが
煩雑になり、保護者からどのように接種をす
るかと問い合わせがある。また、2011 年の
同時接種後の乳児死亡報道、一時接種見合わ
せ以降、保護者の動揺から同時から単独接種
への変更が増加した。そこで同時接種と単独
接種に関して保護者が持つ背景、理解度の調
査を行なった。接種方法に分けて比較検討を
行ない、看護師として予防接種に関し迷う保
護者にどうかかわるべきかを考察したので
報告する。
【方法】期間：平成 23 年 12 月～平成 24 年 4
月　対象：生後 2 ヶ月から 1 歳の予防接種に
来院した乳児保護者にアンケート調査
【結果】同時接種 77％単独接種 23％　同時
接種の印象は半数以上不安に対し、診察・接
種後には安心して受けられたという意見が
半数以上となった。
【考察】アンケートより、同時か単独接種そ
れぞれに不安を持って来院し、選択に至るま
で様々な背景があることがわかった。同時接
種については保護者の多くが医師から情報
を得て接種方法を選択していた。看護師に予
防接種について相談したいと考えている意
見もあったが十分に行なわれていないこと
がわかった。
【まとめ】選択の背景もアセスメントをする
ことで保護者の気持ちに沿った予防接種を
進めるための支援につながると考えられる。
看護師全体が医師の指導のもとに予防接種
に関し説明能力を高め、医師と保護者間で必
要に応じたサポートができるようにしてい
くことが望まれる。

緊急帝王切開術における手術室と病棟
の連携について
～より迅速で安全な手術のために～

○田中康代

東京リバーサイド病院

【はじめに】当院は産婦人科を開設している
ため、常に緊急帝王切開術に対応できる体制
でなければならない。しかし、育児中のス
タッフもいることから手術室だけでは対応
困難となり、手術室と病棟が連携し、病棟ス
タッフも手術に加わることとなった。そのた
め、手術室スタッフによる指導を病棟スタッ
フに行ない体制を整えてきた。今回、略 1 年
が経過したことを機に振り返り、今後の課
題、対策を検討したので報告する。
【方法】1）取り組みの内容　① DVD、マニュ
アルの作成　②直接・間接介助共通のオリエ
ンテーション　③直接介助の指導　④間接
介助の指導　⑤器械・衛生材料を簡潔化　⑥
医師の協力のもと、手術手技を統一　⑦手術
室の環境の見直し
2）手術室スタッフからの聞き取り調査
【結果（課題）】①清潔や安全に対しての配
慮が不足していた。②達成段階や目標を明確
にしていなかったため個人ごとの達成や目
標が曖昧だった。③マニュアルが介助手順で
はなく手術手順主体になってしまい、手術介
助未経験者にとってわかりづらかった。
【対策】①清潔・不潔などの安全についての
再指導　②達成段階や目標を設定した評価
表を作成　③マニュアルの見直し
【考察・まとめ】今回は症例数や時間の問題
もあり「早く覚えてもらいたい」という指導
側の気持ちが最優先となり、指導を受ける側
の意見を十分聞くことができなかった。その
ような中でも数名のスタッフが直接介助で
きるようになり、緊急の呼び出しにも応じら
れるようになったことは病棟の協力があっ
たからだと考える。
　今後は病棟スタッフに対してアンケート
調査を行なう予定であるが、指導を受ける側
の意見も取り入れて指導方法やマニュアル
を見直し、より安全、安心の緊急手術ができ
るよう連携を強めていきたい。

演題 看護総合
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急性期地域密着型病院の認知症患者に
対するスタッフの意識調査

○染谷浩代、齋藤令子、桜山祥恵、
　笹村有香、　内藤誠二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

内藤病院

【はじめに】2012 年、認知症患者は 300 万人
を超えた。地域の高齢化に伴い、急性期病院
である当院でも急性期疾患に加えて、認知症
と診断された入院患者が増加傾向にある。今
年度より認知症対策チームを発足し、院内外
の勉強会に参加しているが、個々のスタッフ
の意識の違いがあるように思われた。今回、
スタッフの意識調査を実施することで、今後
取り組むべき内容の再認識を試みたので報告
する。
【方法】平成 24 年 10 月上旬に当院すべての
部署に対してアンケート形式での意識調査を
行ない、現状、問題点、改善点を検討。
【結果】アンケートの結果、病院と施設、一
般病棟と認知症病棟での設備面の違い、かか
われるスタッフの人数やケアにかけられる時
間に違いがあること。また、そのために勉強
会では実践として聞きたい内容とのズレが
あったと感じるスタッフがいた。
【考察】個々の意識の違いから、患者への対
応やケアに違いが生じ、一貫した医療・看護
が提供できていないと考えた。今後は、当院
スタッフの求める勉強会の実施や、ケアを統
一するためのマニュアルおよび携帯できる
カード作成を行なう取り組みをするととも
に、設備面においても改善を検討していきた
い。
【まとめ】ズレが生じると統一が難しいこと
が改めて認識した。期間を決め、再意識調査
を行ない、今回の取り組みを評価、さらなる
ケアの向上を目指していきたい。

術後の痛みと BS-POP の関係性

○小林 晃子、岡田安貴子、沼田よし江

岩井整形外科内科病院

【はじめに】脊椎手術後の痛みは、何らかの
精神的な問題が合併し、心理・社会的因子
が治療成績や患者満足度を低下させると報
告されている。当院では、2009 年から BS-
POP を導入し、術後腰痛が長期化する患者
に対しての診断・治療の有用な判断ツールに
している。
今回、術前・後の腰痛と BS-POP の関連性に
ついて調査をした結果を報告する。
【方法】腰椎手術後３ヵ月経過した患者にア
ンケート調査
・痛みの評価は腰痛治療判定基準（JOA スコ
ア）の自記式部分（23 点）を使用
【結果】6 月手術件数 94 名中、術前 BS-POP
が 15 点以上：60/94（約 64％）
アンケート回収率：33/60（55％）
術後 BS-POP が 15 点以下になった患者：
20/33（60％）
術後 BS-POP が 15 点以上もしくは術前と変
化ない患者：13/33（39％）
【考察】慢性的に腰痛を抱える患者の 80％に
抑うつ状態がみれ、痛みを感じやすい状態に
なるという報告があるように、当院でも 6 月
の術前患者 64％が BS-POP 高値であり、抑
うつ状態になっていると評価した。
心理的要因が、疼痛の重症度、悪化、または
持続に重要な役割を果たしていると判断し
た。
また、術後 JOA スコアと BS-POP は、右下
がりの負の相関図が示されたことから、腰痛
が改善すると BS-POP も改善することがわ
かった。
【結論】BS-POP を有用な判断ツールと用い
ることは妥当であり、痛みと BS-POP の関係
性は認められた。
ただデーターが少なかった事実は否めない
ので更なる調査が必要である。

演題 看護総合、急性期
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看護必要度から見る病棟特徴と看護ケ
アの改善に向けて

○白坂友美

共済会櫻井病院

【はじめに】今年度、当院の病棟管理者とな
り、病棟看護の質の向上のため、看護必要度
の本来の目的である「提供されるべき看護の
必要量から、病棟のマネージメントおよび必
要な看護ケアの提供」に向けての取り組みを
行なったのでその一部を報告する。
【方法】平成 24 年の 1 ヵ月間の看護必要度
を病棟の基本ベースとし、病棟特徴の把握と
業務改善策を検討および実施した。
【結果】看護必要度より、1：曜日と関係なく
常に B 項目（介護）の得点が高い、2：夜勤
の人員不足による介護力の低下を把握した。
そこから、一定の人員確保、夜勤業務を日勤
業務への一部移行などを中心に改善を図っ
たことで、業務改善への取り組みも始まり、
病棟稼働率は平成 23 年度平均 84．7％（76．
1 ～ 90．2）、平成 24 年 6 月～ 10 月の平均
87．7％（85．2 ～ 90．2）と上昇し、治療
やリハビリ患者の必要な時期での入院が可
能となった。また、病棟カンファレンスによ
る個別性をいかした看護計画の立案や看護
の実施、検査入院やショートステイなど短期
入院のクリニカルパス作成への取り組みな
ども開始できた。
【考察】看護必要度から病棟特徴を知り、そ
こから人員確保や業務改善を行なうことに
より、病棟の役割を果たすだけでなく、ス
タッフの看護の質の向上への意識が高まっ
たと考える。
また、同時に夜勤の人員体制の見直しや雇用
体制など、病院組織で取り組む課題も明確化
した。
【まとめ】看護必要度は、病棟変革および業
務改善のためのツールとして使用でき、看護
の質の向上へとつなげることができる。ま
た、スタッフの看護提供に対しての改善への
動機づけともなることが明らかとなった。

看護体制の変更による効果と課題　
～3チームから2チーム制への変更～

〇鈴木敦子、加藤麻里
　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　南町田病院

【はじめに】当院は 180 床を有する急性期
病院で、開院 11 年目をむかえた。継続し
た看護を提供することを最優先に、固定し
たチームでの体制が必要と思われた。当初
は、3 チーム体制で行なっていたが、①コ
ミュニケーションの不足やショートカン
ファレンスをもてない日々が目立ってきた
こと、②各チームの空床数により、業務の
偏りが生じたこと、③夜勤帯での休憩時間
の確保が困難な状況が多くみられるように
なった。そこで、平成 22 年 5 月より、2 チー
ム体制への変更を試み、夜勤業務に入院担
当を主とした、機能別役割を導入した。
【結果】日勤帯で同じチームスタッフがい
ることで、確認 ･ 相談が容易になった。さ
らに、その日のチームリーダーを立てるこ
とで、ショートカンファレンスの開催を促
進することができた。また緊急入院による
一時的な業務の中断がおきることで、予定
していた業務が遅延したりすることなどを
最小限にすることが可能になり、休憩時間
も確保することが増えた。
【考察】日々のコミュニケーションの増加
は、患者への共通認識を促進し、他職種と
の協働にも良い効果をもたらした。さらに、
緊急対応以外の業務量がある程度予測でき
る状況は、業務自体をスムーズにしたと思
われる。
【まとめ】この 2 年半、スタッフの環境も
変わり、チーム内さらに2チーム間のコミュ
ニケーションの不足がみえはじめている。
それには各スタッフの役割意識の問題があ
ると考え、2 チーム体制継続のための今後
の課題としたい。

演題 看護総合、急性期
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医療安全と感染対策に関する厨房職員
へのアンケート結果から

○ 星野香織、高島弓枝、藤原洋子、
　小泉蓉子

いずみ記念病院
　　
【はじめに】当栄養課では、安全・安心で適
切な食事を提供するためには、医療安全と感
染対策が重要であると考えてきた。今回厨房
職員が対策に関して、どのような意識で行動
しているかを知るために、アンケートを行な
い考察したので報告する。
【対象】厨房全職員 11 名（内訳は、管理栄
養士 2 名、調理師 2 名、調理補助 7 名）である。
【方法】平成 24 年 11 月に医療安全と感染対
策に関する意識と行動についてのアンケー
トを実施した。質問事項は、食品の確認・保
存の仕方、調理・盛付・配膳時の留意点、身
だしなみ、食中毒予防そして食事変更時の注
意点などについて、気をつけている、ふつ
う、気が抜けることがあるの 3 段階にて評価
した。同様の質問で、気をつけている内容を
詳しく知るために、自由記載のアンケートを
再度行なった。　　　　　　　　　　　　　
【結果】医療安全対策では、気をつけている
82％、普通 18％などであった。感染対策に
ついても、同様の結果であった。自由記載の
内容では、手洗いの徹底、異物混入の予防、
清潔な白衣の着用、賞味期限の確認そして配
膳車移動時の周囲への配慮、という回答が得
られた。
【考察】三段階評価から、気をつけていると
の回答が多く、対策をしている意識があると
思われた。しかしながら、インシデント・ア
クシデント数は昨年度と比較して横ばいで
あるため、今後の課題と考えられた。自由記
載のアンケート結果について、医療安全では
異物混入の予防を、感染対策では手洗いの徹
底を意識している者が多く、気をつけている
行動は共通していると思われた。
【まとめ】今後もミーティングを継続して行
ない、ミニテストや意識調査を実施すること
で課題の克服を目指していきたい。

患者食における残菜量から見る食事の
満足度

○川島祥子、金成そのみ、根本雅子、
　星野弘樹、長谷川修、猪口正孝

平成立石病院

【はじめに】病院における食事摂取量不良は、
低栄養のリスクを高め、治療に影響すること
もある。今回おいしい食事は残菜量が少な
く、おいしくない食事は残菜量が多いという
原点に戻り、残菜量と嗜好調査より患者食の
満足度を調査したので報告する。
【方法】平成 23 年 6 月～平成 24 年 5 月の
12 ヶ月間を調査期間とし、主食・副食の各
残菜量を記録した。また、調査前後で同一内
容の嗜好調査を行なった。
【結果】主食別として朝食のパン献立とご飯
献立においては、ほぼ差がないという結果が
得られた。副食の食材別献立を比較すると、
主菜・副菜ともに残菜量にほぼ差はなかっ
た。月別平均残菜量を比較すると主食に差
はないが、副食は平成 23 年 6 月が最も多く、
11 月にかけて減少傾向がみられた。その後
残菜量の大きな増減はない。調査期間中献立
変更を行なっており、平成 23 年 6 月と平成
24 年 5 月における同一献立の副食残菜量を
比較すると、87 献立のうち 67% が減少、20%
が不変、13% が増加という結果が得られた。
嗜好調査においてはまずいが 11% から 6% に
減少し、おいしいが 20％から 27% に増加し
た。
【考察】残菜量、嗜好調査より食事の問題点
を抽出し、改善を行なうことで残菜量を減ら
すことができる。しかし、病院という環境に
おいては、疾患等の影響により食思不良の患
者も少なくはない。そして当院の入院患者
は平均 75 歳の為、身体機能に個人差があり、
味がおいしいだけではなく、形態、硬さなど
の食べやすさも満足度に影響される。
【まとめ】今後も調査を継続することにより、
食べやすくおいしい食事を提供し続けてい
くとともに、必要に応じて個人対応を行なう
ことで食事の面から治療のサポートに努め
る。

演題 栄養管理
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当院における胃瘻からのミキサー食投
与の現況

○宮野励子、横山　潔、比留間　恵、
　原島健太、鈴木祥子、本田比呂子、
　大石晴恵、玉手重美、角田尚幸

東大和病院

【はじめに】当院では胃瘻からのミキサー食
投与を 2005 年 8 月より導入している。現在
は年間 70 例ほど実施し、その現況について
報 告 す る。　　　　　　　　　　　　　　
【方法】H23 年 4 月～ H24 年 3 月までに当
院にて胃瘻増設し、半消化態栄養剤からミ
キサー食へ移行した 59 例（平均年齢 82.8 ±
13.8 歳、男性 35 名、女性 24 名）について
原疾患、栄養剤内容による下痢、逆流による
嘔吐、血糖値の変動を検証した。
【結果】①疾患内訳（脳血管障害 71.1％、肺
疾患 27.1％、認知症 1.7％）　②下痢発生度：
半消化態栄養剤 32.2％、ミキサー食 11.9％
③嘔吐発生度：半消化態栄養剤 10.2％、ミ
キサー食 5.1％　④血糖値：半消化態栄養剤
投与中と比較してミキサー食変更後に低値
となった。（症例 1）84 歳男性。2011 年 4 月
頭部外傷性脳室内出血で入院され脳室・腹腔
シャント（VP シャント）を施行した。半消
化態栄養剤を投与したところ下痢が出現し
た。胃瘻増設しミキサー食へ変更したところ
下痢は出現せず。（症例 2）70 歳男性。2012
年 1 月右脳血栓性脳梗塞（既往に糖尿病あ
り）で入院された。半消化態栄養剤（糖尿用）
を投与したところ血糖値が安定せずインス
リンスケールおよびグリメピリド 1mg 処方
となった。胃瘻増設しミキサー食へ変更した
ところ血糖値が安定し、グリメピリド 0.5mg
へ減量した。
【考察】胃瘻からのミキサー食投与は半消化
態栄養剤と比べ下痢、逆流による嘔吐、血糖
値の変動を改善する可能性が示唆された。本
来、人は食べ物を摂取し、口の中で咀嚼して
半固形となった状態で胃内へ入っており、そ
の状態に近いミキサー食は生理的であると
考えられる。
【まとめ】胃瘻栄養法の選択肢の一つとして
ミキサー食を推奨していきたい。

入所と通所利用者の食事嗜好調査

○佐藤淑子、藤原洋子、相内博範、
　藤巻　博

介護老人保健施設いずみ
（いずみ記念病院）

【はじめに】入所利用者 ( 以下、入所者 ) と
通所利用者 ( 以下、通所者 ) の食事の嗜好調
査を同時に実施したところ、興味深い結果が
得られたので報告する。
【対象】介護老人保健施設いずみの入所者 85
名 ( 平均年齢 80.8 歳± 10.4 歳、平均要介護
度 3.5 ± 1.1) と通所者 72 名 ( 平均年齢 75.3
歳± 8.8 歳、平均要介護度 2.5 ± 1.3) を対象
とした。
【方法】平成24年 5月 11日～20日にアンケー
ト調査を行なった。質問事項は食事全般、主
食量、主食出来具合、副食量、副食味付け、
盛りつけおよびおやつについて、良い・普通・
悪いの 3 段階評価とした。また、その理由と
要望について記入を求めた。
【結果】食事全般の評価で最も多かったのは、
入所者では「良い」55％、通所者では「普通」
66％であった。入所者の要望は、刺身・揚げ
物・煮物・お新香が多く、通所者では肉料理・
煮物・魚料理が多かった。
　おやつの評価で最も多かったのは、入所者
では「良い」45％、通所者では「普通」64％
であった。通所者の方が評価は厳しかった。
要望は、入所者は煎餅・甘い物・饅頭の順で
あったが、通所者はケーキ・果物・饅頭の順
であった。
【考察】入所者に比べて通所者は外食産業も
利用でき、多彩な味を楽しめるため、より厳
しい評価になったと思われた。要望も、入所
者は摂食機会の少ない料理名をあげたが、通
所者は商店で簡単に入手できるものよりも
素朴な家庭料理を求めているように思われ
た。
【まとめ】入所者は食事に満足しているのに
対し、通所者は入所者より平均要介護度が低
いこともあり、より厳しい視点で評価してい
た。また、施設の昼食は外食の一つとしてと
らえていることに改めて気づかされた。　

演題 栄養管理
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既往にパーキンソニズムのある左大腿
骨頚部内側骨折を呈した症例

○伊藤あいり、依包貴行

町田慶泉病院

【はじめに】本症例は 87 歳男性、平成 24 年
7 月自宅で転倒し左大腿骨頚部内側骨折と診
断、同年 8 月人工骨頭置換術施行。既往歴は
多発性脳梗塞によるパーキンソニズムがあ
り入院前は屋内ピックアップ、屋外独歩見守
りであった。自宅復帰を目標とし介入したの
で以下に報告する。
【評価】初期評価時固縮、動作緩慢、姿勢反
射障害、on-off 現象があり、off は朝方に多
くフリーハンド歩行時にすくみ足、小刻み歩
行が著明に出現。頚背部、体幹、下肢筋緊張
が高く、ROM は体幹回旋 15°、左股関節伸
展 0°、MMT は体幹 2、左股関節周囲 3 であっ
た。立位では骨盤後傾、両股関節屈曲、左股
関節内転・内旋、両膝関節屈曲している。起
居動作に介助を要し、歩行では荷重時痛、膝
折れ、歩幅縮小がみられた。
最終評価時 ROM は体幹回旋 25°、左股関節
伸展 5°、MMT は体幹 3、左股関節周囲 4 に
向上した。立位姿勢改善し、起居動作自立、
歩行では膝折れ消失、歩幅拡大した。
【考察】頚背部や体幹、下肢筋伸張性低下に
よる可動域低下、アライメント不良がみら
れ、筋力低下していた。それにより起居動作、
歩行困難となっていた。
アプローチとしてリラクゼーションやスト
レッチにより筋伸張性向上を図ることで可
動域拡大を図り、筋発揮しやすいアライメン
トを整えた上で筋力増強を図った。最終では
起居動作自立、フリーハンド歩行見守りに向
上した。
【まとめ】on-off 現象により能力に差が生じ
てしまいピックアップでの退院となった。
パーキンソニズムに対して筋伸張性や筋力
維持、off 時散歩の時間帯を変更するなど注
意点の指導、環境設定により転倒予防を図る
ことが重要であると感じた。

訪問リハにより、ほぼ自立した生活を
取り戻した一例

○ 羽鳥真規子、安部国夫、垣田一将、
　塚田加奈子、山田愛子、相内俊範、
　藤巻　博、高田耕太郎

介護老人保健施設いずみ
（いずみ記念病院）

【はじめに】3 年間にわたり訪問リハビリテー
ション（以下、訪問リハ）を行ない、加えて
家族に対しての支援をしたところ、ほぼ自立
した日常生活を取り戻した症例を経験した
ので報告する。
【症例】72 歳女性。4 年前にうつ病を発症し、
現在も内服治療中。3 年前の転倒による左大
腿骨頚部骨折を契機に、身体機能の低下と
家族への介護依存が強くなり、ADL と IADL
が著しく低下してきた。
【経過】訪問リハ開始時は、うつによる精神
身体症状が強く現れていた。基本動作能力は
23/30 点、FIM は 70/126 点と低かった。利
用者は必要以上に家族に介護を求め、家族も
過介助の傾向であった。かかわりに注意しつ
つ訪問リハを進めると、利用者はセラピスト
を受け入れるようになり、身体機能や動作能
力の向上に取り組むようになった。家族には
必要な介助方法の理解のため、口頭指導やリ
ハ見学などにより、利用者の日常生活の支援
を指導した。この間、利用者は抑うつや不安・
焦燥症状などを繰り返していた。最近では基
本動作能力が 30/30 点、FIM は 120/126 点
と改善した。利用者は家族への依存度が軽減
し、家事動作と外出を含め、ほぼ自立した生
活を再獲得することができた。
【考察】利用者の訴えに傾聴し、精神状態に
合わせて適度なかかわりを保ったことは、利
用者の訪問リハの受け入れに有効だったと
推察された。そして、家族に適宜指導を行
なったことは、家族間の依存関係が修正さ
れ、利用者の自立に結びついたと考えられ
た。
【まとめ】訪問リハの現場では、精神面の配
慮や家族指導や連携など、包括的な対応が求
められる。訪問リハの効果や役割の一面を再
認識することができたので報告する。

演題 リハビリテーション
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車いすの適合支援
～病院から施設を経て在宅復帰した一
事例～　

○小原麻友美、岩谷清一、中里　創

永生病院

【はじめに】当法人では車いす適合サービス
の一環としてシーティング・クリニック ( 以
下、SC) を実施している。今回、SC を 2 回
利用し、病院から法人内の介護老人保健施設
( 以下、老健 ) に入所し、その後に在宅復帰
をした事例を経験した。また、退院後に自宅
訪問をして、本人から感想を聴取したので、
経過とともに報告する。
【事例】70 歳代後半の男性。脳出血による左
片麻痺。既往歴としては左股関節炎があり、
脚長差を生じている。
【経過】回復期リハ病棟入院時、車いす自走
直後から臀部の前すべりがあり、1 回目の
SC を利用した。その後、自走と移乗が自立
となった。5 ヶ月後に退院先が老健となり、
老健所有の普通型車いすを使用して 2 回目の
SC を行ない、老健のリハビリ担当者に申し
送りをした。入所中は ADL を維持できたが、
車いす自走時の前すべりは著明であった。退
所時は入院中に使用していたモジュラー車
いすをレンタルした。老健退所 3 年後には介
助量が増えていたが退所時と同じ車いすを
使用していた。本人は車いすの変更に抵抗感
があった。
【考察】本事例は在宅復帰するまでに、制度
や施設備品の問題から車いすの変更を余儀
なくされた。高齢者は生活環境の変化によ
り身体・精神機能、ADL に影響を受けやす
い。しかし、今回のようにシーティングにた
ずさわるスタッフの連携が ADL の低下を防
ぐ手段になり得ると考える。また、退所後に
ADL の低下に伴い家族の介護負担が増えて
いたことから、在宅でも継続した車いす適合
サービスの必要性を感じた。
【まとめ】本事例を通して、シーティングに
たずさわるスタッフの連携や、一貫したサー
ビス提供が対象者の生活に役立つことを実
感できた。

左大腿骨頸部骨折を呈した症例の姿
勢・歩容改善を目指して

○野村美帆、高石　唯

町田慶泉病院

【はじめに】本症例は転倒受傷後、約 3 週間自
宅で生活をしており、その後、受診し左大腿骨
頸部骨折と診断され１週間後に人工骨頭置換術
を施行した症例である。受傷後・術後の疼痛に
より姿勢アライメント不良 ･ 跛行を生じていた
ため、姿勢・歩容の改善を中心に治療を行ない、
その経過を以下に報告する。
【症例紹介】独居生活で IADL 動作を全て自立
していた 70 代女性。既往歴に帝王切開 2 回。
【評価 ( 初期→最終 )】ROM-T 左股関節屈曲
95 → 120・伸展 0 → 10・外転 15 → 25・内旋
15 → 20、MMT 腹部 4 → 5 左下肢 3~4 → 4~5、
疼痛検査は左大腿前面～内側に動作開始時・荷
重時に VAS1~2 →消失、筋緊張検査は股関節周
囲筋・肩甲帯周囲筋・体幹後面筋の筋緊張亢進
(R ＜ L) →初期に比べ筋緊張低下。BBS47 点
→ 56 点、FIM114 点→ 126 点。立位姿勢は①
胸腰椎前弯・骨盤前傾位　②左肩甲帯挙上・左
骨盤挙上・回旋位　③左下肢への荷重回避。歩
行は立位姿勢に加え、①左MSt~TSt 時の体幹
前傾・左側屈、骨盤左回旋　②左二重膝作用の
減少。遊脚期では体幹右側屈・左骨盤挙上がみ
られた。
【考察】立位姿勢・歩行に共通する問題点とし
て疼痛・恐怖心による防御性収縮、左股関節の
可動域制限、腹部・左股関節周囲の筋力低下が
あげられ、これらの要因に対し治療を行なった
ところ、姿勢アライメントが改善し、左下肢へ
の荷重量が増したことにより歩行中の体幹・骨
盤での代償動作軽減、二重膝作用も出現し歩容
の改善がみられた。
【まとめ】共通する主要因に対しアプローチを
行なうことで姿勢・歩容の改善がみられ ADL
の改善や二次的疼痛の予防につなげることがで
きたと考える。

演題 リハビリテーション
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脳卒中集中治療室（SCU）開設と急
性期リハの充実への取り組み　

○峰松　薫

東大和病院

【はじめに】当院では、2011 年 7 月に SCU（6
床）を開設、翌年 11 月に 12 床へと増床した。
現在、脳神経センターリハビリスタッフは
PT11 名（内 SCU 専従 2 名）、OT6 名、ST2
名が毎日リハビリ（以下リハ）を行なってい
る（休日 3 ～ 5 人体制）。
　SCU 開設を機に、高頻度に 3 部門のリハ
をいかに効率よく提供できるかに取り組ん
できた。その取り組みについて検討したので
報告する。
【方法】Ｈ 22 ～ 24 年に脳血管疾患で入院さ
れた症例を SCU 未開設群と開設後群とに別
け、リハ時間・患者 / ご家族様への説明（リ
ハ内容 / 計画・退院時リハ指導）を比較した。
【結果】SCU 開設後群は、未開設群よりもリ
ハ時間・説明機会ともに増加した。
【考察】脳卒中治療ガイドライン 2009 にお
いて、組織的チームアプローチ・早期／集
中的なリハ介入はグレード A とされており、
チームで早期からリハを高頻度に行なうこ
とは重要である。
　SCU 開設後は、介入時間や説明機会の増
加が見られた。その要因として、リハスタッ
フの充足と SCU 内でのチーム医療に基づく
他職種の協働作業により、リハの時間確保の
ため綿密な調整を行ない、急性期の過密なス
ケジュールの調整が可能となったためと考
えられる。リハスタッフの増員に関してはリ
ハの質を落とさないため、組織的に教育を充
実させ、自律した人員を育てることが重要で
ある。
【まとめ】急性期に高頻度なリハを提供する
ためには、過密スケジュールの調整とリハス
タッフの充足・教育が重要である。

予想を超えて回復した三症例
 
○中澤　猛、片柳真美、山崎智佳子、
　吉田元博、坂下佳那、阿部麻未奈、
　西川　仁、真藤　操　　　

　一成会木村病院
 
【はじめに】長期・長時間にわたってリハビ
リテーション（以下リハ）を行なうことで改
善が見られた症例を 3 例紹介する。
【症例】①83歳男性。腰椎圧迫骨折、脊髄損傷。
急に足が動かしづらくなり、褥瘡悪化のため
当院入院となった。リハ開始時には全く動か
なかった両下肢が、2 か月後にピクリと動き
始めた。粘り強く訓練を行なった 1 年 2 か月
後の現在は、歩行車で歩行し、トイレ動作は
軽介助で可能となっている。　
② 66 歳男性。平成 18 年 7 月の排尿障害か
ら現病歴が始まり、その後、陳旧性の脳梗塞
と脳萎縮が発見され、低ナトリウム血症によ
り、当院へ紹介入院となった。リハ開始時既
に、股・膝関節屈曲、足部は尖足位で変形拘
縮。1年半でつかまり立ちが可能な程伸展し、
退院時には平行棒内歩行、現在はサイドス
テッパーでの監視歩行となっている。　
③ 54 歳女性。脳挫傷後遺症、左腎外傷。平
成 18 年、歩行中に転倒し脳挫傷を発症し、
当院には平成 22 年 9 月に左腎の精査目的に
て紹介入院となった。入院前から、両下肢に
関節拘縮がみられ、リハ開始時は基本動作す
べて全介助であった。現在は、歩行車での歩
行が軽介助にて可能となっている。
【考察】3 名とも入院当初は寝たきり状態で、
開始時の状態からほぼ ADL 動作の向上は見
込めないと思われた。しかし、回復の機会を
逃さずに継続したリハを提供出来たことや
「病状を受け入れないこと」を「意欲を持ち
続ける原動力」ととらえ、今すべきことを見
極め、地道にリハを行うことにより、予想以
上に回復し ADL の向上がみられた。
【まとめ】国の定めた制限期間内では、患者
の回復が困難であった。長期・長時間のリハ
を提供できたことで、回復を促す結果につな
がったと考えられる。

演題 リハビリテーション



88

急性期リハビリにて、病棟スタッフと
連携し離床が順調となった一例　　　

○伊澤將太、西村悠子、松本英子、
　岩橋若葉、篠村哲治、平島美賀、
　高田耕太郎　
　

いずみ記念病院

【はじめに】急性期リハビリテーションにお
いて、患者の状態が変化する中、理学療法の
みで治療効果が得られることはしばしば困
難である。今回肺炎にて入院中に右脳梗塞を
発症し、重度左片麻痺となった患者を経験し
た。そこで離床に向け病棟スタッフと連携
し、ポジショニングを中心とした取り組みを
行ない順調な経過が得られたので報告する。
【対象】70 代女性。肺炎にて入院中、右脳梗
塞を発症。脳梗塞発症当日の理学療法開始時
は、JCS 二桁・左上下肢弛緩性麻痺を呈し・
左肩関節亜脱臼・左上下肢の浮腫がみられ
た。背臥位の不良姿勢と自立体動困難によ
り、日中のほとんどをベッド上で過ごしてい
た。
【取り組み】病棟スタッフと共にデモンスト
レーションや勉強会を行ない、ポジショニン
グの必要性と期待する効果について理解を
深めた。そして、病棟内で統一して行なえる
よう、写真付きポジショニング用紙を病室
に掲示し、実施内容の確認を定期的に行なっ
た。
【経過と結果】理学療法とあわせ、病棟スタッ
フが行なったポジショニングを定期的に確
認し、経過を追った。ポジショニングの定着
とともに、左上下肢の浮腫に改善がみられ、
背臥位での姿勢の崩れは改善した。また、安
静度が車椅子座位になり、ポジショニングを
正中位に行なうことで安楽な車椅子座位の
獲得と離床時間の延長が可能になった。
【考察とまとめ】勉強会やデモンストレー
ションなどを通じて理学療法としての必要
性を伝えたことで、考え方が統一し、同じ目
標をもって患者に対応することができた。ス
タッフ間での連携を密にすることで、患者の
状態にあわせた身体機能の管理が可能とな
り、理学療法の治療効果向上につながったと
考えられた。

大腿骨頚部骨折により BHA を施行
し、視力低下を考慮した症例

○津田裕太、河﨑英輔

町田慶泉病院

【はじめに】右大腿骨頚部骨折を受傷し、人
工骨頭置換術後、立位・歩行の安定性向上の
ため、股関節周囲筋群の筋力強化、活動性の
向上のため、視力低下を考慮しアプローチを
行なった一例を報告する。
【症例紹介】90 歳代女性。既往である黄斑変
性症、白内障の影響で視覚的情報を得にく
い。
【評価】初期⇒最終 ROM-T 右股関節伸展
5°⇒ 10°MMT 右股関節伸展 3 ⇒ 4/ 外転
2 ⇒ 3/ 外旋 2 ⇒ 3/ 体幹屈曲 3 ⇒ 5 立位右股
関節屈曲・内転・内旋位。⇒右股関節軽度屈
曲位、内外旋・内外転中間位。歩行トレン
デレンブルグ徴候陽性⇒陰性。骨盤の左右
動揺の出現⇒減少。左下肢クリアランス低下
⇒向上。フリーハンド歩行腋窩介助⇒見守
り BBS30 点⇒ 48 点。視力色の識別困難。案
内板の読解不可能。人物の認識は主に声で判
断。FIM85 点⇒ 103 点
【考察】歩行時の主な問題点である、①両股
関節周囲筋群筋力低下 ( 右＞左 )、②右股関
節伸展制限、③右股関節内転・内旋筋群過
剰収縮に対し、殿筋群・外旋筋群の筋力強
化、右股関節伸展可動域の改善により、股関
節伸展域での筋収縮を促し、右股関節軽度屈
曲位、内外転・内外旋中間位へのアライメン
ト改善によって歩行の安定性を得ることが
でき、フリーハンド歩行見守りレベルに達し
た。また視力低下を考慮し、自室前に目印の
設置、食事時のデイルーム移動は目標物の
設定を行なった結果、他者とのコミュニケー
ション機会の増大など、活動性の向上が得ら
れた。
【まとめ】今回の一例を通じ、機能面へのア
プローチのみでなく、視力を考慮した環境設
定にたずさわったことで活動性の向上が得
られ、その大切さを実感することができた。
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自宅退院・転院調整がともに困難な症
例の一考察

○星野　恵、加藤　淳、金子奈緒、
　前嶋真理子、名城友美、有海絵津子、　
　永井淳一、岩原信一郎、猪口正孝

南町田病院

【はじめに】急性期病院である当院は治療と
並行し退院支援を行なっている。入院時と比
較し ADL の低下が認められるケースにおい
ては退院調整に医療ソーシャルワーカーの
介入が必須とされる。そのなかでも、経済的
問題を抱え、家族のサポートが難しくケアマ
ネージャー（以下 CM）に負担が偏っている
などのケースは退院調整に時間を要する場
合がある。記述のようなケースの一症例を振
り返り、業務に改善、反映できるよう考察す
る。
【事例紹介】A さん、80 代女性、独居、認知症、
入院前サービス利用していた。脱水で入院。
ヘルパー訪問時ベッド下に倒れていた。一人
娘は遠方に在住のため、CMが業務外の部分
もになってきた。
【入院中の経過】入院をきっかけに娘夫婦が
キーパーソンとなり来院。入院前の状況を考
慮し、CM、娘夫婦と方向性を相談した。退
院前カンファレンスでは、ケアプランを試案
したが、多額の自費が発生し、A さんと娘夫
婦の経済状況では困難にて、方向性の決定は
難航した。結果として、娘夫婦宅近辺の介護
老人保健施設の調整が整い転院となった。
【考察・まとめ】調整困難になった要素は、
独居、経済面、家族がCMに任せきりなど様々
だったが、念頭におくべきことは当院は急性
期病院であり、早期退院が必要とされること
である。そのため、入院前の生活環境、家族
と CM の関係性などの基本情報は重要であ
る。CMが入院中もかかわっていただけたた
め、施設の調整等は CM と分担し調整する
ことができた。調整が困難とされるケースに
関して、入院後も在宅スタッフとの連携協働
は重要であり多職種との連携も欠かせない
ことを再認識した。今後の支援がスムーズに
できるよういかしていきたい。

リハビリ病棟におけるスポーツ吹矢の
心理効果について

○齋藤雅史、福田彩子、星野義明、
　千葉美奈子、篠村哲治、高田耕太郎　

いずみ記念病院

【はじめに】平成 24 年 8 月より、当院の回
復期リハ病棟では、余暇活動の一環として集
団レクリエーションにスポーツ吹矢を週 1 回
取り入れてきた。今回、吹矢導入により得ら
れた心理的効果について若干の考察を加え
たので報告する。
【対象】期間は平成 24 年 8 月～ 11 月、 回復
期リハ病棟の入院患者で吹矢を実施した 131 
名のうち、すべての評価が可能であった男性 
9 名、女性 10 名の 19 名（平均年齢 74.7 ± 
12.3 歳）を対象とした。
【方法】対象患者を吹矢 5 回実施前後の CAS
（面接・質問・日常生活行動）と FIM で評価
した。FIM の結果を FIM 効率（一日当たり
の日常生活改善度合い）の全国平均点であ
る 0.2 点を境に二群にし、分析した。さらに、
吹矢に関する心理効果のアンケートを実施
した。
【結果】FIM 効率 0.2 点 以上群では CAS の
面接と日常生活行動で有意差が認められた。
FIM 効率 0.2 点以下群では各項目に有意差
は認められなかった。 アンケート結果では、
FIM 効率 0.2 点以下群で他のレクリエーショ
ンと比べ刺激・影響を受けた、日々の生活が
変わった、などの意見が多くみられる傾向に
あった。
【考察とまとめ】FIM 効率 0.2 点以上群では、
能力の向上に伴う自立度の変化が、日常生
活行動における意欲の向上につがっている
と考えられた。FIM 効率 0.2 点以下群では 
CAS の各項目で有意差を認めなかった。し
かし、アンケート結果より、吹矢が他患者と
かかわりの場を共有し、安心感、所属感を感
じることや競争意識を持ち、互いに努力する
姿勢がみられた。スポーツ吹矢は意欲を向上
させる一つの要因になると考えられ、日々の
入院生活に変化をもたらし得ると思われた。

演題 リハビリテーション
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当院亜急性期病棟における自己管理教
室の取り組み

○稲川　賢、袴田真幸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

永生病院

【はじめに】当院亜急性期病棟での整形外科
疾患の患者は、理学療法単独での介入が多い
ため、必然的に病棟生活での余暇時間が多く
なっている。余暇時間を有効に活用するため
の自主トレーニング（以下、自主トレ）指導
も個別訓練の中で実施しているが、30 分前
後の自主トレ終了後はベッド臥床している
ことが多く、ADL 場面での活動量としては
十分ではない。そこで当院では、平成 24 年
5 月 1 日より、個別訓練とは別にリハビリス
タッフが中心となった自己管理教室を開始
したので報告する。
【対象】平成 24 年 5 月 1 日以降、当院亜急
性期病棟 18 床に入院している全ての患者を
対象とした。
【方法と内容】亜急性期病棟フロアーを利用
し、１回 40 分の講義・運動を毎週 2 回（火
曜日・金曜日）リハスタッフ１名により実施。
週の前半では疾患の理解を深めるため、転倒
予防・疼痛管理・廃用症候群・変性疾患・生
活習慣病の講義を、後半ではそれぞれの内容
にそった自主トレ運動を開催し、講義内容に
関しては病棟医師監修の下、リハスタッフが
作成したものを使用している。また運動習慣
を定着化させるために自己管理ノートを配
布し、自己身体に興味が持てるよう、自主ト
レを実施した後に自己にて記入する形をと
るなどの工夫をしている。特に、退院後にリ
ハビリ頻度が減少しても自己管理が行なえ
ることを目標とし、余暇時間を活用して開催
中である。

介護予防通所リハビリテーションにお
けるマシン変更後の動向

○高橋大樹、藤原洋美、和田直樹、
　安達延子、伊藤雅史

常楽診療所（等潤病院）

【はじめに】当施設ではマシントレーニン
グを中心とした介護予防通所リハビリテー
ションを実施している。2011 年 5 月よりマ
シンを変更し、その後の動向と効果について
検証を行なった。
【対象】当施設利用者 11 名（平均年齢 77.6
± 8.0 歳、男女比＝ 2：9、歩行状況＝自立
レベル、歩行補助具＝ T 字杖・シルバーカー・
AFO 使用者数名）である。【方法】①マシン
変更前後の 2011 年 3 月と 2012 年 9 月にお
ける TimedUp ＆ Go（以下 TUG）の評価結
果を比較した。②マシン変更前後での生活に
おける身体・精神的変化に関するアンケート
を実施した。
【結果】全利用者中、TUG が改善していた利
用者群は 8 名（72.7%）、改善していない利用
者群 3 名（27.3%）であった。ただし、統計
上の有意差は認められなかった。アンケート
結果の平均では改善・維持できている群が
88.3% であった。
【考察】マシン変更により腸腰筋・中殿筋・
股関節内転筋群など股関節周囲筋の強化が
可能となった。その結果、立脚期の安定、遊
脚期下肢振り出しの補助効果により歩行速
度の維持・改善につながり、アンケートでは
約 9 割の利用者の生活の維持・向上に関与し
たと思われる。
【まとめ】高齢者に対して歩行・階段昇降な
どに直結したマシントレーニングの提供が
歩行・階段昇降時の疲労感軽減という身体面
だけでなく、現在の生活の維持・向上におい
て精神面にも好影響をもたらすことが示唆
される。

演題 リハビリテーション
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当院回復期病棟退院後のフォローアッ
プについて

○玻名城亮、中林利允、下川龍平　　　
　　　　

東京リバーサイド病院

【はじめに】当院は、開院 4 年目を迎え、回
復期リハビリテーション病棟 50 床を有して
いる。昨年度の自宅退院率は 74.6% であり、
多数の患者が自宅へ戻られている。しかし、
退院後の生活状況や身体機能、ADL の継時
的な変化に関してほとんど把握できていな
い。近隣地域で来院可能な患者に関しては、
外来リハビリテーションへの移行を行ない、
継続した介入が可能となっている。そこで退
院後の患者の状態を把握・分析することで、
回復期のリハビリテーション内容に反映さ
せることを目的に調査を開始した。
【方法】平成 24 年 10 月以降に当院回復期リ
ハビリテーション病棟を退院し、外来リハビ
リテーションを実施する患者に対して、退院
後初回診療時と 1 ヶ月後に E-SAS（Elderly 
Status Assessment Set）を使用し評価を行
なった。
　E-SAS とは日本理学療法士協会が開発し、
運動機能のみではなく、対象者が地域で活動
的な生活を送っていくために必要とされる
様々な因子（①生活の広がり、②転ばない自
信、③入浴動作、④歩く力、⑤休まず歩ける
距離、⑥人とのつながり）の程度を明確にす
るための評価方法である。
【結果】詳細は発表当日に報告する予定。
【まとめ】今回は数名の外来患者に対しての
みの調査となってしまった。今後は対象者を
拡大し、退院後の状態の把握に努め、身体機
能や認知機能、家族構成、性格の要素がどの
ように E-SAS と関連していくか継続して研
究し、リハビリテーションに反映させていき
たい。

高次脳機能障害を呈した症例の自宅復
帰を視野に入れたアプローチ

○押谷涼子、伊井奈緒美

町田慶泉病院

【はじめに】外傷性慢性硬膜下血腫による高
次脳機能障害を呈した症例に対し、アプロー
チを行なった。身の周りの ADL は自立して
いたが、階段昇降、屋外歩行は見守りが必要
であった。カンファレンスで退院にむけた
目標を検討し、実践的なアプローチを行なっ
た。経過を以下に報告する。なお倫理的配慮
として本発表の内容、目的などについて家族
に説明し同意を得た。
【症例紹介】70 歳代男性、独居。X 年 7 月転
倒により急性硬膜下血腫を発症し、同年 8 月
救急搬送され、外傷性慢性硬膜下血腫と診断
される。同年 10 月当院に入院となる。
【評価】初期では注意障害、記憶障害などの
高次脳機能障害がみられ、特に注意障害への
自己認識の低さがみられた。身体機能は良好
だったが、エレベーターや階段使用時、転倒
や人への接触の危険性があり、他の階への移
動は見守りであった。最終では注意障害、記
憶障害が残存したが、一部は代償手段を獲得
できていた。なお、注意の転換、配分が必要
な屋外歩行や調理などは危険性が高く、介助
者が必要であった。
【経過】まずは安全に院内 ADL を行なえる
ようにした。次に症例は独居であり、屋外歩
行や買い物、調理練習などの IADL を自立で
行なう必要があったため、練習を導入した。
またリハビリ、病棟間で目標を統一し、服薬
管理や注意喚起の促しや病棟での役割を作
るといった実践的な介入を行なった。注意障
害への認識は向上したが外出や調理などは
介助者が必要な状況であった。最終的に高齢
者住宅への退院となった。
【考察・まとめ】カンファレンスを定期的に
行ない、リハビリ、病棟が問題点にあったそ
れぞれのかかわりを検討した。その結果、よ
り実践的なアプローチができたと思われる。

演題 リハビリテーション
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TQM センターの活動報告
～病院機能評価受審を中心に～

○佐藤れい子、境野博久、飯田達能

永生病院

【はじめに】当院では 2005 年 4 月から医療
の質向上を目的とした TQM センターを立ち
上げた。TQM センターの主な仕事は、臨床
指標を用い当院の医療の質を評価し、業務改
善につなげていくこと、そして、第三者評価
に耐えられる病院にすることである。
【活動内容】当院は 2012 年 6 月 26 日から 4
日間、日本医療機能評価機構の病院機能評
価 V.6.0 を受審した。機能評価は 3 回目の更
新となるが、今回は初めて付加機能の回復期
リハビリテーション機能も受審した。受審
準備にあたり、約 1 年前からプロジェクト
チームを立ち上げた。プロジェクトチーム
には TQM センターのメンバーに加え、各部
署の所属長など関係者が参加した。プロジェ
クトでは月に 1 回の会議を行ない、さらに
週に 1 回、スーパーマニュアルチェックシー
トを用いて、各部署の進捗状況をチェック
した。スーパーマニュアルチェックシートと
は、具体的に病院機能評価が何を求めている
のかをまとめたチェックシートで、当院が独
自に作成したものである。これを全ての担
当者に配信し、機能評価の準備を行なった。
3 回目の更新となると準備にはそれほど手間
がかからないように思われるが、今回も準備
の段階で新たな課題がいくつも見つかり、受
審前に改善した。さらに受審後にもサーベイ
ヤーからの指摘による課題があり、TQM セ
ンターから各責任者に振り分けて改善を行
なった。これらの改善活動が当院の医療の質
評価・改善に役立っていると考えている。
【まとめ】現在の TQM センターの活動を報
告した。活動の継続が当院の医療の質を向上
させるものと考え、第三者評価にも耐えうる
病院となるよう活動を進めていく。

診療報酬改定における亜急性期病床へ
の影響

○福井　聡、　綱川真生、　関口有子、　
　甲斐直子、関根貴之

一成会木村病院
　
【はじめに】本年 4 月の診療報酬改定で、亜
急性期病床は従来のものから大きく姿を変
え、保険点数の減点、上限日数の短縮、包括
範囲の拡大と、病院経営の観点からみると非
常に厳しいものとなった。一般病棟の中の一
部の病床を使用しているため、亜急性期病床
を存続させるべきか、一般病床へ戻すべきか
という検討課題が浮かび、調査を行なった。
【方法】2012 年 4 月～ 2012 年 9 月の半年間
に亜急性期病床へ新規入床した患者かつ、退
床した患者 28 名の診療科および主疾病の確
認、および一般急性期として出来高算定した
場合の収益比較、亜急性期病床へ入床するま
での日数および平均在院日数への影響を調
査。
【結果】患者数は科別に整形外科 24 件、外科
3 件、内科 1 件、疾患別では骨折 21 件、脳
梗塞後リハ 1 件、その他 6 件となった。出来
高で算定した場合との比較は、改定による点
数の減算があったとはいえ、一般病床と比較
すると総額で約 437 万円、１人１日あたり
3,925 円の増収となった。また亜急性期病床
へ入室するまでの一般病床算定期間は平均
で 23.3 日、亜急性期病床入院期間の平均が
39.8 日、平均在院日数への影響は 4.5 日短縮
となった。
【考察】病院では可能な限りの医療行為が認
められるが、算定する入院料によってその収
益は大きく変化する。多くの病院でも自院の
特性にあった入院料を選択し、またその入院
料にあった患者を選択している。亜急性期入
院料は出来高の病棟の中に包括算定の病床
を入れているため、特に適正な運営や管理が
求められる。
患者の疾患等を適切に選択すれば活用意義
はあると考える。

演題 事務、機能評価
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震災発生時における職員の参集時間実
態調査

○長谷川祐希、佐々木健志、岩原信一郎、
　猪口正孝　

南町田病院

【はじめに】当院では，震災発災時の BCP 作
成に取り組んでいる。災害時医療を考えた
時、震災の発生時間が診療時間外となる可能
性を考慮しなければならない。発災時の初動
体制のみならず、その後の災害医療体制構築
の点でも、職員がいつの時点で何人程度確保
可能かを把握することは重要である。当院の
災害対策マニュアルは、職員は発災後、自分
や家族の安全が確保されたならば、可能な限
り病院へ参集すると定めているが、今回、災
害医療体制構築にあたって重要な職員参集
時間を把握することを目的とし、発災時に自
宅から病院までに要する時間（想定参集時
間）についてアンケート調査を行なった。
【方法】アンケートは各職員で病院までの徒
歩および自転車による所要時間を想定して
記入し、その結果を集計・分析した。また、
地図ソフト（マップファン）による所要時間
も算出した。
【結果】アンケート調査は全職員（266 名）
を対象に行ない、206 名（77％）より回答を
得て、発災後経過時間 30 分ごとに参集人数
を集計した。徒歩 30 分 30 名・60 分 80 名・
120 分 124 名が、自転車 30 分 65 名・60 分
100 名・120 分 127 名の職員が参集可能だっ
た。各部署 1 名が参集するには徒歩 150 分・
自転車 90 分を要し、地図ソフトでは徒歩
240 分・自転車 90 分という結果であった。
【まとめ・考察】職員参集時間を把握するこ
とを目的として、アンケート調査を行ない発
災後、比較的早期の 120 分以内に約 120 名
（62％）の職員が参集できることが想定され
た。また、おおよその職員が参集するまでの
間、病院機能を補うリーダーとして、短時間
で参集可能な職員を数名リストアップし、こ
れらの職員に対して災害時の対応について
訓練を行なうことが必要と考えられる。

外来患者待ち時間調査による改善への
取り組み

○加藤健吾　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

内藤病院

【はじめに】当院は渋谷区初台に昭和 15 年
開業、今年で 73 年目を迎えた、入院ベッド
数 53 床、一日平均外来患者数 100 人の二次
救急指定病院である。外来患者の多くの方は
病院に対する要望として、待ち時間の短縮を
望む方が圧倒的に多い今日、待ち時間の実態
調査を実施し改善に取り組んでいる。
【調査方法】年 2 回、春と秋に各一週間待ち
時間調査を実施、春は全外来患者の調査、秋
は全外来患者調査に加え新患に対するアン
ケート調査を実施した。
【結果】診察までの時間は元より、診察後会
計までの時間を早くして欲しいとの声、待合
室に対する意見や要望も聞けた。また患者数
が多いと人数に比例して待ち時間が増える
という結果でもなかった。
【考察】Dr によって診察をする患者数に違い
もあるが、個々の Dr によって待ち時間に対
しての意識の違いもあると考えられる。今後
は待ち時間を短縮することもさることなが
ら、待合室での待ち時間を和らげる本の陳列
や花瓶などのディスプレイも考慮していく
必要があるだろう。またスタッフの作業ス
ピードも要求されてくるので、事務周辺時間
の短縮も要検討。
【まとめ】毎年春秋と２回実施することで職
員一同が待ち時間に対しての意識がより一
層高まり、患者さんの来院しやすい病院に近
づけるように取り組み、地域に密着した病院
づくりを今まで以上に目指していきたい。

演題 事務、機能評価
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弾性ストッキング着用による皮膚トラ
ブルの予防

○田代恵子、鈴木理恵、戸澤亜希子

等潤病院

【はじめに】深部静脈血栓症（以下 DVT）は、
静脈血のうっ滞や血液凝固の亢進が原因で
生じる疾患であり、術後の安静臥床が長い患
者では注意を要する術後合併症の一つであ
る。2009 年に改定策定された DVT 予防ガイ
ドラインでは、弾性ストッキング着用による
DVT の有意な予防効果を認めており、当院
でも DVT 予防に弾性ストッキングを着用し
ている。しかし、先行研究で弾性ストッキン
グ着用による皮膚トラブルが報告されてお
り、スタッフへのアンケート調査でも 76％
が何らかの皮膚トラブルを経験していた。そ
こで、弾性ストッキング着用による皮膚トラ
ブルの予防を目的とし、本研究を行なった。
【方法】平成 24 年 7 月～ 10 月。①看護師に
対し弾性ストッキング着用方法および着用
時のトラブルのアンケート調査。マニュア
ル・チェックリストの作成と勉強会の実施。
②弾性ストッキング着用患者に対し、マニュ
アル・チェックリストをもとに毎日の観察を
実施。
【結果】アンケートの結果、正しい着用方法
を実施していた者は 0 名、適切な観察を行
なっていた者は 23％、皮膚トラブルの経験
者は 76％であった。マニュアル・チェック
リストを元にストッキングの選択・観察を
行った結果、皮膚トラブルは認められなかっ
た。
【考察・まとめ】マニュアル・チェックリス
トを元に、統一した観察を実施することで、
皮膚トラブルを予防することができた。弾性
ストッキングは DVT の有意な予防効果を認
める反面、局所的に強い圧力が加わることに
より皮膚トラブルだけでなく他の二次障害
を起こす危険性もある。全ての対象患者が安
全かつ効果的に弾性ストッキングが着用で
きるよう、今後更なるマニュアル・チェック
リストの改善が必要である。

看護師行動パスを作成して

〇野中　望

岩井整形外科内科病院

【はじめに】当院は内視鏡下で頚・腰ヘルニ
ア除去、除圧などを主に行なう。在院日数が
4 ～ 14 日と短いため、術前の説明内容が重
要となっている。しかし、院内患者アンケー
トより入院時の説明やケアについて「術前の
説明、看護師のケア内容、対応方法にバラツ
キがある」と指摘があった。また、スタッフ
より「術前説明、入院中の流れがわかりにく
い」とあったため、看護師の統一したマニュ
アルが必要と考え、看護師行動パスを作成し
たので報告する。
【方法】局所麻酔・腰椎、頚椎内視鏡下手術・
大腿骨頸部骨折、人工関節置換術の 8 種の術
式をピックアップ。作成にあたり対象術式を
執刀する医師から意見をもらいクリティカ
ルパスをもとに「看護師行動パス」を作成、
平成 24 年 7 月完成、同年 8 月病棟スタッフ
へ配布し、使用を開始した。
【結果】今までとの違いもあったため、慣れ
るまで確認作業が多かった。また、使用中に
変化があり、追加・修正を行なった。使用開
始から 2 ヶ月目で感想を聞いたところ、「行
動パスを導入して統一感がでた」と評価を得
た。しかし、業務内で変更・曖昧な点・疑問
点など適時修正してほしいとの意見があっ
た。また、当院で実施している患者アンケー
トからは、説明内容について「個人差がある」
という意見がまだ見受けられた。
【考察】看護師行動パスを導入してから、説
明内容での統一はできているが、追加・修正
が必要と感じた。今回作成したパスは完成品
でなく適宜修正していくことでさらに使用
しやすい行動パスへ変化させていく必要が
あると考える。また、今後はリハビリ・薬剤
部など他部門との医療連携パスへ発展させ
ていきたい。

演題 看護技術・教育
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手術器械洗浄時の標準予防策の向上に
向けて

○小蓬原早紀

永生病院

【はじめに】当院の手術室・中材では標準予
防策を基本に様々な感染予防策を実践して
いる。手術室・中材で使用する防護具には、
帽子・袖なしエプロン・手袋・マスク・アイ
シールド・アームカバーをあげているが、ア
イシールド・アームカバーは未使用の姿も目
にする。今回、手術器械洗浄時の防護具につ
いて検討し、定着しない理由の明確化、防護
具の定着向上に向けての取り組みについて
ここに報告する。
【方法】手術室・中材職員を対象にアンケー
ト調査・防護具着用チェック表・洗浄時の汚
染度実験・勉強会を行ない防護具定着向上に
向けて働きかけた。
【結果】アンケートは 25 点満点で、平均 19
点であり、点数に開きもみられた。防護具着
用チェック表では、アームカバー 59%、アイ
シールド 59% と低かった。洗浄時の汚染度
実験では、腹部と腕を中心に濡れることがわ
かった。アイシールドでは肉眼で１～２滴の
飛散が確認できた。これらをもとに勉強会を
行ったのち、アームカバーの使用を長袖エプ
ロンに変更した結果、着用率が 81% にあがっ
た。アイシールドは 59％と変化がなかった。
2 回目のアンケート結果は平均 22 点であっ
たが、点数の開きに変化はなかった。
【考察】アンケート・チェック表の結果から
知識・意識の差があり、防護具着用の定着の
妨げになっていると考えられる。勉強会後の
変化としては、アンケートの点数があがった
こと、長袖エプロン着用の増加から知識・意
識が向上したと評価できる。
【まとめ】袖なしエプロンの使用やアイシー
ルドを使用しない場面も未だみられている
が、今回意識の向上がみられたため、今後も
着用率 100% を目指し働きかけていく。

褥瘡評価の改善から得られた看護師の
意識変化

○浅沼理奈、小林玉樹、嶋田祥子

共済会櫻井病院

【はじめに】当病棟では褥瘡に対し、月１回
の医師による評価（DESIGN）のもとに、看
護師は指示された処置を行なうだけであっ
た。看護師は褥瘡の評価や処置方法について
判断する機会が少なく課題となっていた。今
回、当病棟では DESIGN-R の評価方法導入
をきっかけに、看護師による褥瘡評価を週１
回行なった。それにより、褥瘡評価が習慣化
し、自発的に褥瘡の処置変更ができるように
なってきた。その反面、実際の褥瘡ケアの場
面では迷いや不安の声も聞かれている。本研
究では評価を行なう看護師に焦点をあて、業
務改善による看護師の意識の変化について
調査したので報告する。
【方法】当病棟看護師（夜勤専従を除く）17
名に対し、選択式アンケート調査（一部自由
記載を含む）を行なった。
【結果】より褥瘡の状態を知ることができた
と答えた看護師は 80％。また、処置の正当
性について考えるようになったと答えた看
護師も 60％にもおよんだ。しかし、褥瘡に
対しての興味も高く、褥瘡評価にたずさわっ
た看護師が多い中、褥瘡のグレードにあった
ケア方法、処置方法についての理解度が低
かった。
【考察】看護師が習慣的に褥瘡評価にたずさ
わったことによって、褥瘡の状態の把握、処
置方法の判断、薬剤の選択を実施することが
でき、さらに意識の向上、アセスメント能力
の向上が図れたのではないかと考える。処置
方法の理解度が低いことも明らかになり、主
体的に褥瘡ケアに取り組める環境作りが必
要である。
【まとめ】業務改善により、看護師の褥瘡評
価と情報共有の意識を高めた。今後の課題と
しては、褥瘡評価にあった処置方法の理解を
含めていく必要がある。

演題 看護技術・教育
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◎ランチョンセミナー　大正富山医薬品株式会社

最近の医療訴訟について　

－治療ガイドライン，感染制御－

桑原博道氏
仁邦 ( じんほう ) 法律事務所　所長

　医療訴訟は，平成 16 年をピークとして低下
傾向にある。医療訴訟の結果（地方裁判所）は，
判決においては，勝訴率は，被告側（医療側）
の方が原告側（患者側）よりも高いが，判決
よりも和解で終わることの方が多い。
　医療訴訟において過失が認められるのは，
当時の医療水準にしたがった医療を行なって
いない場合である。そこで，問題となるのは，
治療ガイドライン＝医療水準なのか，感染制
御に関しては，医療水準を満たしているとい
えるのは，どのような場合か，である。
　治療ガイドラインが引用される医療訴訟は，
相対的に増加傾向にある。治療ガイドライン
は，原告側（患者側）のみならず，被告側（医
療側）からも提出される。裁判上，治療ガイ
ドライン＝医療水準とはされておらず，治療
ガイドラインに従わなかったとしても，直ち
に法律上の過失があるわけではない。しかし，

「治療ガイドラインの内容を踏まえた上で医療
行為を行なうことが必要であり，医師はその
義務を負っている」と述べている裁判例もあ
るので注意が必要である。
　感染制御に関する医療訴訟は，以前から散
見されている。その主な争点は，①感染予防
と②感染後の対応である。①感染予防に関し
ては，以前は，感染予防義務違反が認められ
ることは少なかったが，最近は，感染予防義
務違反を認める裁判例も少なくない。医療機
関としての感染予防については，例えば，院
内で活発な感染予防対策がなされていること
を裏付けるものがあると，医療水準を満たし
た感染予防対策がなされているとの根拠にな
りうる。②感染後の対応に関しては，主として，
発熱や血液検査所見からして，いつの時点で
培養検査を行なうかがポイントとされやすい。

平成５年３月明治大学法学部卒、
平成２３年３月順天堂大学大学院卒
弁護士，医学博士，東邦大学客員教授
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◎ランチョンセミナー　日本医療機能評価機構

新評価体系の試行調査をふまえて

病 院 機 能 評 価 は、 第 一 世 代（Ver.2.0 ～
Ver.3.1）から第三世代（機能種別版評価項目
3rdG：Ver.1.0）へと進化し、平成 25 年 4 月よ
り運用が開始される。
今回の改定の特徴は、従来の体制、手順の整備
等の構造的な内容を集約し、評価実効性のあ
る機能評価となるよう、機能の発揮／組織的
な活動（ケアプロセス）に重点を置き、病院
の実態を評価する方向へシフトしたことであ
る。本セミナーでは、試行調査の経験を踏まえ、
より臨床現場の実態にあった評価を目指して、
病院側とサーベイヤー側双方の視点から考え
てみたい。受審病院側では「準備する内容に
変化があるのか」「サーベイヤーの視点の違い
はどこなのか」などの疑問がある。一方、サー
ベイヤー側では「典型的な症例の経過を追いな
がら診療・ケアの実態にどこまでせまれるか」
の課題がある。
従来のケアプロセス調査は、評価項目にそった

症例や部署を確認していたが、新評価体系で
は、典型的症例患者の診療記録をもとに、外
来受診から入院、退院に至るまでの対応を通
じて、組織的な取り組みや、医師、看護師等
関連する職種の連携状況などについて評価が
される。実質的な診療・ケアの状況をみて評
価するためには、これまで以上に病院側とサー
ベイヤーの双方向性が求められる。新しい機
能評価モデルの構築には、サーベイヤーの質
を向上させることと病院側の主体的な意見も
重要と考える。
我々病院が目指すのは、患者中心の医療を推
進するために質改善の課題を明確にして取り
組み続ける組織つくりである。今回の改定で
は、更新審査のあり方や病院の継続的な質改
善の支援についても見直された。詳細は、日
本医療機能機構のホームページ（http://www.
jcqhc.or.jp/）で確認されたい。

1972.4.1 ～昭和大学病院
1982.4.1 ～昭和大学病院附属東病院兼務　婦長
2005.4.1 ～昭和大学病院附属東病院兼務　看護部長
2010.4.1 ～昭和大学 8 病院　統括看護部長

演者： 市川幾恵氏　
　　　 昭和大学病院　統括看護部長

座長：長谷川友紀氏 
　　　 公益財団法人日本医療機能評価機構　執行理事　
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◎ランチョンセミナー　東京ガス株式会社

　「人材育成」はコミュニケーションスキルを
向上させ、組織の活性化につながるなど、組
織運営には重要な要素である。また、これら
の要素は病院業種もプロサッカーチームも共
通点があると考える｡
ＦＣ東京で意欲的に取り組んでいる「人材育
成」について事例を交えて紹介させていただ
き、本学会に参加される病院関係者の方々の
参考になれば幸いである。

　東京都を活動地域（ホームタウン）とする『Ｆ
Ｃ東京』。『ＦＣ東京』は、東京ガスのサッカー
部を母体に、1999 年にＪリーグ２部（J2）に
参入、1 年で J リーグ 1 部（J1）昇格をし、初
年度から年間順位７位となり東京旋風と言わ
れた。これまでにヤマザキナビスコカップ優勝
2 回、天皇杯優勝 1 回と順調に成長を重ねてき
た。（ホームスタジアム：味の素スタジアム）
　在籍している主な選手には、ロンドンオリ
ンピックに出場し、日本代表であるゴールキー
パーの権田修一選手、同じくオバーエージ枠で
ロンドンオリンピックに出場した徳永悠平選
手などがおり、過去に在籍していた選手では、
現在日本代表でイタリアのインテル・ミラノ
に所属する長友佑都選手やガンバ大阪に在籍
する今野泰幸選手がいる。
　ＦＣ東京は2010シーズンの最終戦で敗退し、

逆転で J2 に降格した。開幕当初はサッカー関
係者やマスコミからは「優勝候補」といわれ
た中での降格であった。
　2011 シーズン、J2 に戦いの場を移し、1 年
で J1 に復帰することを目標に掲げる中、クラ
ブの行動指針としたことが『自立』である。降
格した苦い経験から、「こんな状況だから何が
必要なのか」「何が足りないのか」、各々の選
手自身が考え、判断し、行動するため、選手
たちは自主的にミーティングを行なうように
なった。お互いを理解し方向性を確認しあう
中でリーグ戦中盤に首位に立ってからは首位
の座を明け渡すことなく優勝。
目標であった「1 年で J1 に復帰」することが
できた。
　スタッフたちもファン・サポーターのため
に何が必要なのか、何を求められているのか、
原点から見つめ、前年踏襲を禁止し、自由な発
想でアイデアを出し続けることによって、自発
的な行動を起こし、創造性や積極性が向上し
てコミュニケーションが図れるようになった。
選手やスタッフに『自立』を促すためにＦＣ
東京で実践しているのが『コーチング』である。
『コーチング』とは、答えを教えることではな
く、答えを引き出させることで、考え工夫す
る環境を作り、自発的な行動を起こさせるた
めのコミュニケーションスキルである。

大金直樹氏
東京フットボールクラブ株式会社　常務取締役

1989 年  筑波大学　卒業
大学時代は元日本代表の中山雅史選手、井原正巳選手ら
と共にピッチに立つ
1989 年　東京ガス株式会社入社
ＦＣ東京の前身となる同社サッカー部にて主将を務める
など選手として活躍
2004 年　東京フットボールクラブ株式会社　法人営業部
2011 年　同社　常務取締役

ＦＣ東京における「人材育成」
－１年でＪ１に復帰したチーム作り－ 


